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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

       ２ 第８期より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

    ３ 平成17年５月20日付をもって、普通株式１株につき５株の株式分割を行っております。 

    ４ 第11期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しております。 

    ５ 第11期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純

損失であるため記載しておりません。 

    ６ 第11期の自己資本利益率は、当期純損失であるため記載しておりません。 

    ７ 第11期の株価収益率は、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。 

回次 第７期 第８期 第９期 第10期 第11期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高 （千円） ― 5,002,706 4,255,697 5,041,001 6,103,744 

経常利益 （千円） ― 1,051,512 515,942 17,163 330,526 

当期純利益又は当期

純損失（△） 
（千円） ― 605,283 700,782 82,067 △66,604 

純資産額 （千円） ― 4,133,554 8,865,327 8,591,300 8,652,739 

総資産額 （千円） ― 5,483,825 10,120,476 9,832,551 9,859,072 

１株当たり純資産額 （円） ― 60,965.03 95,036.45 18,441.81 18,023.35 

１株当たり当期純利

益又は１株当たり当

期純損失（△） 

（円） ― 8,729.21 8,690.40 176.22 △142.85 

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益 
（円） ― 8,564.89 8,618.67 175.77 ― 

自己資本比率 （％） ― 75.4 87.6 87.4 85.2 

自己資本利益率 （％） ― 16.70 10.78 0.94 ― 

株価収益率 （倍） ― 36.86 28.54 213.08 ― 

営業活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（千円） ― 586,963 308,713 △732,406 359,432 

投資活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（千円） ― △1,100,755 611,790 △637,955 △689,542 

財務活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（千円） ― △32,079 4,287,229 △561,432 △168,374 

現金及び現金同等物

の期末残高 
（千円） ― 1,885,679 7,095,514 5,168,993 4,679,314 

従業員数 

（外、平均臨時雇用

者数） 

（人） 
― 

(―) 

41 

(33) 

50 

(41) 

70 

(42) 

101 

(41) 



(2) 提出会社の経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・

フロー並びに現金及び現金同等物の期末残高は、第８期より連結財務諸表を作成しているため記載してお

りません。 

３ 平成17年５月20日付で、普通株式１株につき５株の株式分割を行っております。 

回次 第７期 第８期 第９期 第10期 第11期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高 （千円） 5,505,758 5,002,706 4,198,262 3,987,012 3,688,448 

経常利益 （千円） 1,233,210 1,085,242 617,762 228,624 273,655 

当期純利益又は当期

純損失（△） 
（千円） 815,172 639,013 750,384 312,156 △282,162 

資本金 （千円） 1,092,889 1,126,896 3,335,561 3,342,995 3,345,562 

発行済株式総数 （株） 66,501 67,474 93,073 465,860 466,300 

純資産額 （千円） 3,115,513 4,169,033 8,950,183 8,896,414 8,483,056 

総資産額 （千円） 4,582,618 5,518,208 10,159,182 9,643,782 9,129,607 

１株当たり純資産額 （円） 46,473.19 61,490.86 95,948.16 19,096.76 18,192.27 

１株当たり配当額

（うち１株当たり中

間配当額） 

（円） 
1,500 

(―) 

1,500 

(―) 

1,500 

(―) 

300 

(―) 

300 

(―) 

１株当たり当期純利

益又は１株当たり当

期純損失（△） 

（円） 11,935.52 9,232.28 9,323.58 670.29 △605.15 

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益 
（円） 11,689.72 9,058.49 9,246.62 668.57 ― 

自己資本比率 （％） 68.0 75.6 88.1 92.3 92.9 

自己資本利益率 （％） 29.96 17.54 11.44 3.50 ― 

株価収益率 （倍） 11.73 33.90 26.60 56.02 ― 

配当性向 （％） 12.6 16.2 16.1 44.8 ― 

営業活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（千円） 596,194 ― ― ― ― 

投資活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（千円） △346,717 ― ― ― ― 

財務活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（千円） △23,937 ― ― ― ― 

現金及び現金同等物

の期末残高 
（千円） 2,431,547 ― ― ― ― 

従業員数 

（外、平均臨時雇用

者数） 

（人） 
43 

(24) 

40 

(33) 

40 

(41) 

41 

(42) 

60 

(35) 



    ４ 第11期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純

損失であるため記載しておりません。 

    ５ 第11期の自己資本利益率は、当期純損失であるため記載しておりません。 

    ６ 第11期の株価収益率は、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。 

    ７ 第11期の配当性向は、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。 



２【沿革】 

年月 事項 

平成８年12月 東京都千代田区五番町にフォトネットジャパン株式会社設立 

平成９年７月 本社を東京都千代田区九段北に移転 

平成10年３月 資本金３億円に増資 

平成10年11月 資本金４億円に増資 

平成11年４月 第三者割当により資本金５億7,500万円に増資 

平成11年５月 第三者割当により資本金６億2,750万円に増資 

平成11年６月 NTTドコモ「ｉモード」対応サービス開始 

平成11年８月 第三者割当により資本金７億1,500万円に増資 

平成12年12月 商号をジグノシステムジャパン株式会社に変更 

平成13年５月 KDDI「EZweb」対応サービス開始 

平成13年６月 本社を東京都千代田区六番町に移転 

  １：1.5の株式分割を実施 

  資本金７億1,544万円に増資 

平成13年７月 J-フォン「J-SKY」対応サービス開始 

平成14年３月 大阪証券取引所ナスダック・ジャパン市場（現ニッポン・ニュー・マーケット「ヘラクレス」）

に株式上場（資本金10億7,244万円に増資） 

  ドイツにてサービス開始 

平成14年５月 オランダにてサービス開始 

平成14年６月 台湾にてサービス開始 

平成14年９月 DDIポケットユーザー向けサービス開始 

平成14年11月 ベルギー、フランスにてサービス開始 

平成15年５月 アメリカにてサービス開始 

平成15年８月 ＩＴＸ㈱と新会社「ギズモプリュス株式会社」を設立 

モバイルコマース事業に進出 

  台湾の携帯電話向けコンテンツ開発・配信会社Chinese Mobile Value Service社と事業提携  

平成15年９月 スペインにてサービス開始 

平成15年10月 ヨーロッパの拠点として英国ロンドンに現地法人GignoSystem Europe Limited を設立  

平成15年11月 北米の拠点として米国シアトルに現地法人GignoSystem America,Inc. を設立 

平成16年５月 イタリアにてサービス開始 

平成16年６月 ギリシャにてサービス開始 

平成16年９月 カナダにてサービス開始 

平成16年10月 ㈱エフエム東京との資本業務提携 

平成17年１月 

 平成17年２月 

 平成17年４月 

  平成17年５月 

  平成17年10月 

  平成17年12月 

  平成18年１月 

  平成18年４月 

スペインにてサービス開始 

 オーストラリアにてサービス開始 

  ㈱サーティース、㈱ユナイテッド・ワールド・ミュージックと資本業務提携 

 １：５の株式分割を実施 

  本社を東京都千代田区麹町一丁目に移転 

  イスラエルにてサービス開始 

  ㈱サーティースによる㈱ネクサスフィルムス子会社化 

  ㈱サーティースによる㈱オニオン子会社化 

平成19年１月 米国子会社の商号をGignoEntertainment, Inc.に変更 



３【事業の内容】 

 当社グループ(当社及び連結子会社)は、当社（ジグノシステムジャパン株式会社）及び連結子会社６社にて構成され

ており、「インフォメーションプロバイダー事業」、「ソリューション事業」、「コマース事業」及び「映像・音楽制

作事業」の４つの事業を中心に展開しております。 

 なお、次の４事業は「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 （1）連結財務諸表 注記事項」に掲げる事業の種類

別セグメント情報の区分と同一であります。 

  (1)インフォメーションプロバイダー事業 

 国内及び海外において携帯電話ユーザー向けに、有料のコンテンツ配信サービスを企画・開発・運営しておりま

す。 

  (2)ソリューション事業 

 顧客企業に対し、携帯電話のユーザー及びWebユーザー向けのサイトの企画、サービスの企画、放送番組と連動し

たサイトの企画、システム設計及び開発、サーバーの管理・運用など全般にわたった支援業務を行っております。 

  (3)コマース事業 

 携帯電話ユーザー及びパソコンユーザー向けに、通信販売を行っております。 

  (4)映像・音楽制作事業 

  テレビコマーシャルを中心とした広告映像及び音楽の企画・制作等を行っております。 



 平成19年３月31日現在の事業系統図は、以下のとおりであります。 

 GignoEntertainment, Inc.は、平成19年１月22日付でGignoSystem America, Inc.より商号変更をしております。 



４【関係会社の状況】 

 （注）１ ㈱エフエム東京、㈱プラザクリエイトは、有価証券報告書を提出しております。 

   ２ ㈱オニオンは、当連結会計年度において、新たに提出会社の関係会社となりました。 

   ３ GignoEntertainment, Inc.は、平成19年１月22日付でGignoSystem America, Inc.より商号変更をしており

ます。 

   ４ ㈱サーティース及び㈱オニオンについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高

に占める割合が10％を超えております。 

      主要な損益情報等は次のとおりであります。 

      ㈱サーティース                ㈱オニオン 

名称 住所 資本金 主要な事業内容 
議決権の所有
割合（％） 

関係内容 

（親会社）          

㈱エフエム東京 

 (注）１ 

東京都千代田区 1,335 

 （百万円)

放送事業等 被所有 

直接  53.6 

システム開発等の業務

提携 

（連結子会社）          

GignoSystem Europe 

Limited 

英国 

ロンドン 

900,000 

 （GBP)

欧州地域における

携帯電話向けコン

テンツ開発・配信

事業 

直接 100.0 ①当社の欧州事業の現 

 地拠点・サポート 

②役員の兼任３名 

（連結子会社）          

GignoEntertainment, 

Inc. 

 （注）３ 

米国 

ワシントン州 

シアトル 

1,500,000 

 （US$)

北米地域における

携帯電話向けコン

テンツ開発・配信

事業 

直接 100.0 ①当社の欧州事業の現 

 地拠点・サポート 

②役員の兼任３名 

（連結子会社）          

㈱サーティース 

 （注）４ 

東京都港区 170 

 （百万円)

映像・音楽制作事

業 

直接  54.5 ①当社への楽曲の提供 

②役員の兼任５名 

③当社より直接融資  

 あり 

（連結子会社）          

㈱ユナイテッド・ワー

ルド・ミュージック 

東京都千代田区 11 

 （百万円)

ソリューション事

業 

直接  81.0 ①当社への楽曲の提供 

②役員の兼任１名 

③当社より直接融資 

 あり 

（連結子会社）          

㈱ネクサスフィルムス 東京都港区 10 

 （百万円)

映像・音楽制作事

業 

間接  70.0 当社への映像コンテン

ツの提供 

（連結子会社）          

㈱オニオン 

 （注）２、４ 

東京都港区 35 

 （百万円)

映像・音楽制作事

業 

間接  52.0 当社への映像コンテン

ツの提供 

（その他の関係会社）          

㈱プラザクリエイト 

  (注）１ 

東京都千代田区 1,017 

 （百万円)

ＤＰＥフランチャ

イザー 

被所有 

 直接  20.9 

当社へのフォトプリン

ト等の提供 

 （1）売上高 1,019百万円     （1）売上高 1,005百万円  

 （2）経常利益  41百万円    （2）経常利益  108百万円 

 （3）当期純利益  31百万円     （3）当期純利益  56百万円  

 （4）純資産額  339百万円     （4）純資産額  182百万円  

 （5）総資産額  711百万円 （5）総資産額  389百万円  



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

                           平成19年３月31日現在 

  （注）１ 従業員数は、就業人数であり、臨時従業員数は年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２ 全社（共通）として記載している従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門及び情報システ

ム部門に所属しているものであります。 

３ 従業員数が当連結会計年度において31名増加しておりますが、システム増強に伴うエンジニアの増加、ソ

リューション事業強化による制作スタッフの増加及び新規連結子会社１社の純増加によるものでありま

す。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は、就業人数であり、臨時従業員数は年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

    ２ 従業員数が、当事業年度において19名増加しておりますが、システム増強に伴うエンジニアの増加及びソ

リューション事業強化による制作スタッフの増加によるものであります。 

３ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

インフォメーションプロバイダー事業  16（24） 

ソリューション事業  13（ 7） 

コマース事業   5（ 3） 

映像・音楽制作事業  36（ 6） 

全社（共通）  31（ 1） 

合計 101（41） 

  平成19年３月31日現在 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数 平均年間給与（円） 

60 （35） 30.1 １年10ヶ月 4,968,968 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

 (1）業績 

   ① 当連結会計年度の概況（平成18年４月１日～平成19年３月31日） 

 当連結会計年度における当社グループを取り巻く事業環境といたしましては、インターネット接続型携帯電話

が平成19年３月末日現在8,437万台（社団法人電気通信事業者協会発表）を超え、モバイル・インターネットの

市場は更なる成長を続けております。第三世代携帯電話端末及びパケット定額制が普及したことにより、映像、

ゲーム及び音楽配信等のコンテンツ分野のリッチ化が加速しており、高機能・高品質のコンテンツのニーズが高

まっております。また、平成18年４月には地上デジタルテレビ放送「ワンセグ」のサービスが、同年12月には地

上デジタルラジオ放送のサービスが開始され、まさに通信と放送の融合が本格化いたしました。「ワンセグ」に

対応する携帯電話の出荷台数は順調に増加しており、平成19年３月末時点で累計657万台（社団法人電子情報技

術産業協会発表）に達し、今夏にも累計台数が1,000万台を超えると予想されています。 

 このような状況の下、当社グループにおきましては、CM音楽制作会社である株式会社サーティース、CM楽曲権

利マネージメントを行う株式会社ユナイテッド・ワールド・ミュージック並びに映像制作会社である株式会社ネ

クサスフィルムスをグループ化したのに加え、平成18年４月にテレビCM映像制作会社である株式会社オニオンを

グループ化し、放送・通信・制作のグループフォーメーションを確立いたしました。 

 インフォメーションプロバイダー事業におきましては、携帯電話向けのFlash、動画、きせかえツール等の高

付加価値サービスのラインアップを強化するとともに、ソリューション事業におきましては、地上デジタルテレ

ビ放送「ワンセグ」番組及び地上デシタルラジオ放送番組のBML（Broadcast Markup Language）コンテンツ制作

を受託する等、放送・通信連動サービスという新たな事業分野の開拓に取り組んでまいりました。 

 このような取り組みの結果、当連結会計年度の売上高は61億３百万円（前連結会計年度比21.1％増）となりま

した。増収の主な要因といたしましては、ソリューション事業における放送連動事業、他社向けモバイルサイト

開発受託の拡大、映像・音楽制作事業における株式会社ネクサスフィルムス及び株式会社オニオンのグループ加

入効果等が挙げられます。 

 当連結会計年度の営業利益につきましては３億17百万円（前連結会計年度比701.6％増）となりました。増益

の主な要因といたしましては、インフォメーションプロバイダー事業の採算性の向上、ソリューション事業及び

映像・音楽制作事業の拡大、不採算事業の整理によるコスト削減等が挙げられます。  

 当連結会計年度の経常利益につきましては、営業利益の増加により３億30百万円（前連結会計年度は17百万

円）となりました。 

 一方、特別損失として、不採算事業の一部の整理損失や、のれんの一括償却等を計上したことにより、当期純

損失は66百万円（前連結会計年度は当期純利益82百万円）となりました。 

  ② 事業別内容 

 事業の種類別セグメントにおける概況と業績（全社経費配賦前）は、次のとおりであります。 

 ＜インフォメーションプロバイダー事業＞ 

 当連結会計年度におけるインフォメーションプロバイダー事業におきましては、携帯電話向けの月額課金モデ

ルの利用者数は減少いたしましたが、きせかえツール、電子写真集といったダウンロード課金モデルのサービス

を新たに開始するとともに、携帯電話事業者各社で導入された検索エンジンへの対応等、プロモーション強化を

進めました。また、サービスのコスト構造を見直し、収益性の改善を図るとともに、第三世代携帯電話端末及び

パケット定額制が普及したことにより成長を続ける高機能・高品質のコンテンツ配信市場向けに新サービスを投

入してまいりました。この結果、当連結会計年度におけるインフォメーションプロバイダー事業の売上高は30億

26百万円（前連結会計年度比11.3％減）、営業利益は６億31百万円（前連結会計年度比7.4％減）となりまし

た。 



 ＜ソリューション事業＞ 

 当連結会計年度におけるソリューション事業におきましては、携帯サイト向け画像自動変換ASPサービス、株

式会社エフエム東京との放送・通信連動サービス、システム開発受託が順調に売上を伸ばすとともに、株式会社

エフエム東京との協業事業であるラジオ連動サービスで得たBML（Broadcast Markup Language）コンテンツ制作

技術のノウハウを活かしたテレビ番組のデータ放送制作受託、ページ・ビューを活かしたインターネット広告な

ど、新しいビジネスの展開に取り組んでまいりました。 

 また、中高生をターゲットにした株式会社エフエム東京の番組「SCHOOL OF LOCK!」にて、高校を卒業した大

学生向けのSNS（ソーシャル・ネットワーク・サービス）サイト

「SCHOOL OF LOCK! UNIVERSITY Supported by キャンパスGO!GO!」のシステムソリューション及び運営サポート

を受託した他、デジタルラジオ番組「ARTIST SPECIAL」「Choppaya!」のデータ放送制作を受託いたしました。 

 更に、これらの実績で培ってきたノウハウにより、フォックスグループ３社（20世紀フォックス映画、20世

紀 フォックス ホーム エンターテイメント ジャパン株式会社、ニューズ・ブロードキャスティング・ジャパン

株式会社）が提供する携帯電話事業者３社の公式携帯サイトの開発、制作及び運営を受託いたしました。 

 この結果、当連結会計年度の売上高は５億89百万円（前連結会計年度比50.5％増）、営業利益は99百万円（前

連結会計年度は営業損失33百万円）となりました。 

 ＜コマース事業＞ 

 当連結会計年度におけるコマース事業におきましては、物流等のコストの見直しを図りましたが黒字化には至

らず、不採算サイトを整理し、株式会社エフエム東京の番組と連動したショッピングサイトに注力することとい

たしました。この結果、当連結会計年度の売上高は３億９百万円（前連結会計年度比14.8％減）、営業損失は１

億８百万円（前連結会計年度は営業損失１億７百万円)となりました。 

 ＜映像・音楽制作事業＞ 

 当連結会計年度における映像・音楽制作事業おきましては、平成18年４月にテレビCM映像制作会社である株式

会社オニオンをグループ化し、CM音楽制作とCM映像制作を一括して受注できる体制を強化いたしました。 

 この結果、当連結会計年度の売上高は21億77百万円（前連結会計年度比149.0％）、営業利益は95百万円（前

連結会計年度は営業損失40百万円）となりました。 



(2）キャッシュ・フローの状況 

  当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、主として定期預金の預入による支

出、配当金の支払による支出及び有形固定資産の取得による支出により、前連結会計年度末に比べて４億89百万円

減少し、46億79百万円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況及び要因は次のとおりであります。 

 ＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞ 

  当連結会計年度における営業活動の結果獲得した資金は３億59百万円（前連結会計年度は７億32百万円の減

少）となりました。これは主に、売上債権の増加による支出１億３百万円がありましたが、税金等調整前当期純

利益の計上による収入１億54百万円、減価償却費の計上による収入１億12百万円、のれん償却額の計上による収

入81百万円及び減損損失の計上による収入70百万円によるものであります。 

 ＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞ 

 当連結会計年度における投資活動の結果使用した資金は６億89百万円（前連結会計年度は６億37百万円の減

少）となりました。これは主に、定期預金の預入による支出５億円、有形固定資産の取得による支出１億14百万

円、無形固定資産の取得による支出25百万円及び投資有価証券の取得による支出25百万円によるものでありま

す。 

 ＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞ 

 当連結会計年度における財務活動の結果使用した資金は１億68百万円（前連結会計年度は５億61百万円の減

少）となりました。これは主に、配当金の支払による支出１億38百万円及び長期借入金の返済による支出34百万

円によるものであります。 



２【仕入、受注及び販売の状況】 

(1）仕入実績 

 当連結会計年度の仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注） 1. 金額には、消費税等は含まれておりません。 

2. インフォメーションプロバイダー事業における仕入は、当社が配信する画像、着信メロディやニ

ュースなどの各種情報の権利保有者及び代理人に対して支払う情報提供料であります。 

(2）受注実績 

 当連結会計年度の受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）1．セグメント間の取引につきましては、相殺消去しております。 

   2．主要な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

    

  
  

事業の種類別セグメントの名称 

第11期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

   金額（千円）  前年同期比(％) 

インフォメーションプロバイダー事業 1,448,781 △14.6 

ソリューション事業 136,360 34.1 

コマース事業  203,968 △21.6 

映像・音楽制作事業 1,282,181 190.4 

合計 3,071,292 22.83 

    

事業の種類別セグメントの名称 

第11期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

ソリューション事業 225,448 37.1 5,350 375.6 

映像・音楽制作事業 2,273,681 130.0 82,000 △28.1 

合計 2,499,130 116.8 87,350 △24.1 

    

  
  

事業の種類別セグメントの名称 

第11期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

   金額（千円）  前年同期比(％) 

インフォメーションプロバイダー事業 3,026,674 △11.3 

ソリューション事業 589,620 50.5 

コマース事業  309,788 △14.8 

映像・音楽制作事業 2,177,661 149.0 

合計 6,103,744 21.1 



   なお、㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ及びKDDI㈱に対する販売実績は、当社が㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ

のｉモードサービス及びKDDI㈱のEZwebサービスを介して行う有料情報サービスの利用者（一般ユーザ

ー）に対する情報料の総額であり、各社が、当該情報料の回収代行を行うものであります。 

(注)金額には、消費税等は含まれておりません。 

相手先 
第10期  第11期  

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ 1,990,653 39.5 1,633,401 26.8 

KDDI㈱ 930,492 18.5 843,586 13.8 



３【対処すべき課題】 

(1）新規事業開発等収益源の多様化について 

 当社グループは、放送・通信連動サービスを成長事業の柱と位置づけ、放送・通信・制作のグループシナジーの

発揮等により、積極的に収益源の多様化をはかり、企業価値の向上に努めてまいります。 

(2）リスク管理体制の構築について 

 当社グループは、情報管理に関するリスクに対処すべく、いち早く情報セキュリティマネジメントシステムの認

証基準である「ISMS適合性評価制度認証」「BS7799：PART2:2002」並びに国際標準化機構(ISO)における

「ISO/IEC 27001:2005」を取得する等、情報に関するリスク管理体制の確立を図ってまいりました。 

 今後は、さらにその管理範囲を災害や事故等によるビジネスリスクにまで広げ、情報セキュリティシステムと併

せた包括的なリスク管理体制を構築し、かかる管理システムの厳格な運用による徹底した内部統制の整備を通し

て、社会からさらに厚い信頼を得ることができるよう努めてまいります。 

(3）従業員教育及び組織育成について 

 インターネット関連業界の技術の進歩は著しく、また、そのニーズはあらゆる分野に点在していることから、多

様な状況に対応できる優秀な人材の育成及び有効的な活用が必要であると考えております。 

 当社グループは、従業員ひとりひとりの能力開発、モチベーションの向上を重要課題と認識し、社内研修などの

人材育成プログラムを実施してまいりましたが、今後につきましても引き続き、技術革新とニーズの拡大に対応し

た人材の育成、効果的な人事制度の確立及び組織の開発を推進してまいります。 



４【事業等のリスク】 

(1) 新技術・新サービスへの対応について 

 IT関連業界の技術は急速に進歩しており、新技術及び新サービスが常に生み出されております。当社グループの

事業は、市場における競争力のあるサービスを提供しつづけるために、それらの新技術及び新サービスを適時に採

用していくことが必要であります。 

 当社グループとしては、新技術及び新サービスに対応すべく常に努力をいたしておりますが、何らかの原因によ

り新技術及び新サービスへの対応に遅れが生じ、当社グループが提供するシステム及びサービスが陳腐化した場

合、経営成績に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

(2) 競合について 

 現在、モバイルインターネット及びWebにおけるコンテンツ配信市場やコマース市場は、新規参入企業の急激な

増加や既存企業の事業拡大等により競争激化の傾向にあります。 

 当社グループは、かかる状況に対応すべく、新しいサービスの企画提案や技術の開発、ノウハウの蓄積、組織力

の強化に取り組んでおりますが、当社グループがこれまで維持してきた優位性を確保できず当社グループの競争力

が低下した場合、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

(3) 特定の事業及び取引先への依存度について 

 当社グループのインフォメーションプロバイダー事業は、現在、移動体通信キャリア各社の携帯電話向けに事業

展開しておりますが、当事業の業績は、各社の事業展開や方針の変更により、重大な影響を受ける可能性がありま

す。 

 当社グループでは、今後当事業以外のビジネスモデルも拡大し、当事業への依存度を引き下げていく意向を有し

ておりますが、このような事業展開の見通しは、今後の進展に委ねられております。 

(4) システムダウンについて 

 当社グループの事業は、コンピューターシステムを結ぶ通信ネットワークに依存しているため、ネットワーク環

境やハードウェアやソフトウェアの不具合等によるサービス障害を避けるべく、システム構成や設備環境には安全

性を特に重視して取り組んでおります。しかしながら、自然災害や事故等によって、通信ネットワークが切断され

た場合には、当社グループの営業の一部または全部が不能となる可能性があります。また、予期しない急激な集中

アクセスなどの一時的な過負担によってサーバーが作動不能に陥った場合には、一般ユーザーや顧客企業向けに提

供するサービスが停止する可能性があります。さらには、コンピューターウイルスや、外部からの不正な手段によ

るコンピューター内への侵入などの犯罪、また、担当者の過誤などによって、当社グループや取引先のシステムが

書き換えられたり、重要なデータを消去又は不正に入手されたりするおそれがあります。これらの障害が発生した

場合は、当社グループの事業に直接的弊害が生ずるほか、サーバーの作動不能や欠陥などに起因する取引の停止に

ついては、システム自体への信頼性の低下により、当社グループの経営成績に重大な影響を及ぼす可能性がありま

す。 

(5) 個人情報の管理について 

 当社グループが一般ユーザー向けに直接行うサービス及び顧客企業向けに提供するシステムにおいて、一般ユー

ザーの個人情報などをサーバー上に保管する場合があります。かかる個人情報の管理を徹底するため当社は、いち

早く情報セキュリティマネジメントシステムの認証基準である「ISMS適合性評価制度認証」「BS7799：

PART2:2002」並びに国際標準化機構(ISO)における「ISO/IEC 27001:2005」を取得し、情報に関するリスク管理体

制の確立を図ってまいりました。 

 しかしながら、当社グループが採用している様々なネットワークセキュリティにも拘らず、不正アクセスによる

個人情報の流出等の可能性は存在しております。 

 このような個人情報の流出等が発生した場合、当社グループに対する損害賠償の請求、訴訟、行政官庁等による

制裁、刑事罰その他の責任追及がなされる可能性があります。また、これらの責任追及が社会的な問題に発展し当

社グループが社会的信用を失う可能性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

      インフォメーションプロバイダー事業において、各移動体通信事業者との間で、以下の契約を締結しており 

    ます。 

 各契約は、当社グループが各移動体通信事業者を介して一般ユーザーにコンテンツを提供するため、及び当社

グループが提供するコンテンツの情報料を各移動体通信事業者が当社グループに代わって一般ユーザーから回収

することを目的として締結されたものであります。 

（注）１ 上記の他、KPN Mobile The Netherlands B.V.（オランダ）、Bouygues Telecom（フランス）、

Cingular Wireless（米国）、Telefónica Móviles España, S.A.（スペイン）、

WIND Telecomunicazioni S.P.A（イタリア）、Cosmote Mobile Telecommunications SA（ギリシャ）、

Tele-Mobile Company（カナダ）、Cellcom Israel ltd（イスラエル）の各移動体通信事業者との間で、情

報サービスの提供及び当該情報料の回収代行に関する同様の契約を締結しております。 

     ２ ボーダフォン㈱よりソフトバンクモバイル㈱に変更しております。 

６【研究開発活動】 

 特記すべき事項はありません。 

相手先の名称 契約の名称 契約内容 契約期間 

㈱エヌ・ティ・ティ・
ドコモ 

ｉモード情報サービス
提供者契約 

サービスの内容・提供条件・提
供可能範囲、コンテンツの確認
等に関する基本契約 

平成11年５月24日から 
平成12年３月31日まで 
（以降、１年ごと自動更新） 

ｉモードサービスに関
する料金収納代行回収
契約 

回収の方法、回収代行手数料等
に関する基本契約 

平成11年12月６日から 
平成12年３月31日まで 
（以降、１年ごと自動更新） 

KDDI㈱ 

コンテンツ提供に関す
る契約 

サービスの内容・提供条件・提
供可能範囲、コンテンツの確認
等に関する基本契約 

平成13年５月１日から 
平成14年４月30日まで 
（以降、半年ごと自動更新） 

EZweb情報料回収代行
サービス利用規約 

回収の方法、回収代行手数料等
に関する基本規約 

契約期間は定められておらず、
KDDIまたは当社は、90日以上前
に相手方に書面にて通知するこ
とにより解約することができ
る。 

ソフトバンクモバイル
㈱ 

 （注）２ 

オフィシャルコンテン
ツ提供規約 

サービスの内容・提供条件・提
供可能範囲、コンテンツの確認
等に関する規約 

平成16年３月16日から 
平成17年３月31日まで 
（以降、半年ごと自動更新） 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

当社グループにおける財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりであります。  

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

（1）重要な会計方針及び見積り 

   当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成され

ております。この連結財務諸表の作成にあたり、必要となる見積りに関しては、過去の実績等を勘案し、合理的

な基準に基づき会計上の見積を行っております。 

 なお、詳細につきましては「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について」に記載

されているとおりであります。 

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析 

① 売上高 

 当連結会計年度の売上高は61億３百万円（前連結会計年度比21.1％増）となりました。主な要因としまして

は、ソリューション事業における放送連動事業・他社向けモバイルサイト開発受託の拡大及び映像・音楽制作

事業における株式会社ネクサスフィルムス及び株式会社オニオンのグループ加入効果等が挙げられます。 

 ② 営業利益 

 当連結会計年度の営業利益は、売上原価、販売費及び一般管理費の経費等の低減を図ることにより３億17百

万円（前連結会計年度比701.6％増）となりました。 

 ③ 営業外損益、経常利益 

  当連結会計年度の営業外収益は、受取利息の増加により23百万円（前連結会計年度比55.8％増）、営業外費

用は、支払利息の減少により11百万円（前連結会計年度比70.3％減）となりました。その結果、経常利益は３

億30百万円（前連結会計年度17百万円）となりました。 

 ④ 特別損益、税金等調整前当期純利益 

  当連結会計年度は特別損失として、不採算事業の一部整理損失やのれんの一括償却等により１億76百万円を

計上したことにより、税金等調整前当期純利益は１億54百万円となりました。 

 ⑤ 当期純損失 

 当連結会計年度の当期純損失は、法人税・住民税及び事業税１億51百万円、法人税等調整額25百万円並びに

少数株主利益43百万円をそれぞれ加減算した結果、66百万円となりました。 

  

（3）経営成績に重要な影響を与える要因について 

 当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、前述の「第２ 事業の状況 ４ 事業等

のリスク」に記載されているとおりであります。 

  

（4）経営戦略の現状と見通し 

  当社グループといたしましては、平成20年３月期業績目標（売上高65億83百万円 経常利益４億82百万円 当期

純利益２億８百万円）の達成に向けて、営業強化の諸施策、原価低減並びに経費削減に取り組んでまいります。 

 なお、当該事項は有価証券報告書提出日現在において判断したものであります。 

  

（5）資本の源泉及び資金の流動性についての分析 

  ①資産、負債及び資本の状況 

 （イ）資産 

 当連結会計年度末の総資産につきましては、前連結会計年度末に比べて0.3％増加し98億59百万円となり

ました。これは流動資産においては連結子会社取得による売掛金等の増加はありましたが、長期性預金へ

の預入による減少及び前渡金の減少などにより減少しております。また、固定資産においてはのれんの償

却による無形固定資産の減少がありましたが、連結子会社の取得による有形固定資産の増加及び長期性預

金の増加により増加しております。 

 （ロ）負債 

 当連結会計年度末の負債合計につきましては、前連結会計年度末に比べて10％増加し12億６百万円とな

りました。これは流動負債においては連結子会社取得による仕入債務の増加及び未払法人税等の増加によ

り増加しております。また、固定負債においては、長期借入金の返済により減少しております。 



 （ハ）純資産 

 当連結会計年度末の純資産合計につきましては、前連結会計年度末に比べて0.7％増加し86億52百万円と

なりました。これは株主資本においては、当期純損失の計上による減少がありましたが、当期より少数株

主持分を純資産に含めていることにより増加しております。 

なお、当連結会計年度により「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」を適用しております。 

  これまでの資本の部の合計に相当する金額は、84億４百万円であります。 

  ②キャッシュ・フローの状況 

  前述の「 第２ 事業の概況 １ 業績等の概要 （２）キャッシュ・フローの状況」に記載しております。 

  

 （6）経営者の問題意識と今後の方針について 

  当社グループの経営者の問題意識と今後の方針につきましては、前述の「 第２ 事業の概況 ３ 対処すべ

き課題」に記載のとおりであります。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度において実施した企業集団の設備投資の総額は１億19百万円であり、主として当社グループの事業

のサービス強化に伴うサーバー機器の購入等であります。 

２【主要な設備の状況】 

当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。 

(1) 提出会社 

 （注）１ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 本社建物は、賃借中のものであります。 

３ 従業員数（ ）は、平均臨時雇用者数であり、外数で記載しております。 

(2) 国内子会社 

 （注）１ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 建物は、賃借中のものであります。 

３ 従業員数（ ）は、平均臨時雇用者数であり、外数で記載しております。 

  平成19年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セグ
メントの名称 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数 
（名） 建物 

器具及 
び備品 

ソフト 
ウェア 

合計 

本社 
(東京都 
千代田区) 

インフォメーショ
ンプロバイダー事
業 

販売・開発業
務関連設備 

－ 7,167 516 7,683 14 (24）

ソリューション事
業 

販売・開発業
務関連設備 

－ 16,371 3,342 19,713 10（7） 

コマース事業 
管理用事務機
器 

336 － － 336 5（3） 

全社共通 
管理用事務機
器 

33,189 132,204 30,372 195,766 31（1） 

  平成19年３月31日現在

会社名 所在地 
事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容

帳簿価額（千円） 
従業員数 
（名） 建物 

器具及 
び備品 

その他 合計 

㈱サーティース 東京都港区 
映像・音
楽制作事
業 

音楽関連
機材・管
理用事務
機器 

62,036 13,229 11,677 86,943 16（2）

㈱ユナイテッ
ド・ワールド・
ミュージック 

東京都 
千代田区 

ソリュー
ション事
業 

販売業務
関連設
備・管理
用事務機
器 

－ 845 － 845 3（-) 

㈱ネクサスフィ
ルムス 

東京都港区 
映像・音
楽制作事
業 

管理用 
事務機器 

3,272 1,119 354 4,746 4（1）

㈱オニオン 東京都港区 
映像・音
楽制作事
業 

管理用 
事務機器 

13,051 5,091 － 18,143 16（3）



(3) 在外子会社 

 （注）１ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 建物は、賃借中のものであります。 

３ 従業員数（ ）は、平均臨時雇用者数であり、外数で記載しております。 

   ４ GignoEntertainment, Inc.は、平成19年１月22日付でGignoSystem America, Inc.より商号変更をしており

ます。 

  平成19年３月31日現在

会社名 所在地 
事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容

帳簿価額（千円） 
従業員数 
（名） 建物 

器具及 
び備品 

その他 合計 

GignoSystem 
Europe 
Limited 

1.1 Abbey  
Business  
Centre 16  
St Martines  
Le Grand  
London 

インフォメ
ーションプ
ロバイダー
事業 

管理用 
事務機器 

－ － － － －（-） 

GignoEnterta
inment, Inc. 

11211  
Slater  
Avenue  
Northeast,  
Suite 150,  
Kirkland,  
WA 98033,  
U.S.A 

インフォメ
ーションプ
ロバイダー
事業 

管理用 
事務機器 

150 474 666 1,291 2（-） 



３【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設 

 当社グループは、期末時点ではその設備の新設・拡充の計画を個々のプロジェクトごとに決定しておりません。

そのため、事業区分ごとの数値を開示する方法によっております。 

 （注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2) 設備の除却等 

 経常的な設備の更新のための除売却を除き、重要な設備の除売却の計画はありません。 

事業区分 設備の内容 

投資予定金額 
（千円） 資金調達

方法 

着手及び完了予定年月 完成後の 
増加能力 

総額 既支払額 着手 完了 

インフォメーショ

ンプロバイダー事

業及びソリューシ

ョン事業 

販売・開発業務

関連設備  

内部統制関連シ

ステム 

65,000 － 
自己 

資金 

 平成19年 

 ４月 

平成20年 

３月  

データ処理能

力及び安定性

の向上 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1)【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は、含まれておりません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 1,316,000 

計 1,316,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成19年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年６月28日） 

上場証券取引所名又は登録
証券業協会名 

内容 

普通株式 466,300 466,300 
大阪証券取引所 
ニッポン・ニュー・マーケ
ット「ヘラクレス」市場 

― 

計 466,300 466,300 ― ― 



(2)【新株予約権等の状況】 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権 

① 平成14年６月26日定時株主総会決議 

イ．第１回（平成14年７月25日発行） 

 （注）１ 当社が新株予約権発行日後に株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的たる株

式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていな

い新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整により生じる0.01株未満の端数は切り捨てる。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

また、下記２に定める新株予約権の行使により発行または移転する株式１株当たりの払込金額の調整事由が

生じた場合にも、各新株予約権の行使により発行される株式の数は適切に調整されるものとする。 

２ 当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未

満の端数は切り上げるものとする。 

 
事業年度末現在 

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権の数（個） 155 155 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）１ 155 155 

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）２ 58,870 58,870 

新株予約権の行使期間 
平成16年８月１日から 
平成21年７月31日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    58,870 
資本組入額   29,435 

発行価格    58,870 
資本組入額   29,435 

新株予約権の行使の条件 

① 対象者は、新株予約
権の行使時において当
社の取締役、監査役、
従業員または臨時従業
員の地位にあることを
要する。ただし、当社
の取締役、監査役が任
期満了によりまたは法
令変更にともない退任
した場合もしくは当社
の従業員が定年により
退職した場合にはこの
限りではない。 

② 前第①項の規定にか
かわらず、対象者が死
亡したときは、同人の
配偶者または一親等の
親族のうち一人に限
り、新株予約権を相続
することができるもの
とする。 

③ 新株予約権の譲渡、
質入その他の処分は認
めない。 

④ この他の条件は取締
役会の決議で定めるも
のとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 取締役会の承認を要す
る。 

同左 

代用払込みに関する事項  ────── ────── 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ────── ────── 

 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
1 

  分割・併合の比率 



また、発行日後、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分（新株予約権または商法等の一部

を改正する法律（平成13年法律第128号）施行前の商法第280条ノ19第１項の規定に基づく新株引受権の行使

による場合を除く）を行う場合は、次の算式により行使価額は調整され、調整により生じた１円未満の端数

は切り上げる。 

上記のほか、発行日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、そのほ

かこれらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲で、行使価額は適切

に調整されるものとする。 

ロ．第２回（平成14年10月22日発行） 

         
既発行株式数 ＋ 

新規発行
または処分株式数

× 
１株当たり行使価額
または譲渡価額 

  調整後 
行使価額 

＝ 
調整前 
行使価額 

× 
新規発行または処分前の時価 

  既発行株式数 ＋ 新規発行または処分株式数 

 
事業年度末現在 

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権の数（個） 555 555 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）１ 555 555 

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）２ 38,000 38,000 

新株予約権の行使期間 
平成16年11月１日から 
平成21年10月31日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    38,000 
資本組入額   19,000 

発行価格    38,000 
資本組入額   19,000 

新株予約権の行使の条件 

① 対象者は、新株予約
権の行使時において当
社の取締役、監査役、
従業員または臨時従業
員の地位にあることを
要する。ただし、当社
の取締役、監査役が任
期満了によりまたは法
令変更にともない退任
した場合もしくは当社
の従業員が定年により
退職した場合にはこの
限りではない。 

② 前第①項の規定にか
かわらず、対象者が死
亡したときは、同人の
配偶者または一親等の
親族のうち一人に限
り、新株予約権を相続
することができるもの
とする。 

③ 新株予約権の譲渡、
質入その他の処分は認
めない。 

④ この他の条件は取締
役会の決議で定めるも
のとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 取締役会の承認を要す
る。 

同左 

代用払込みに関する事項  ──────  ────── 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ──────  ────── 



 （注）１ 当社が新株予約権発行日後に株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的たる株

式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていな

い新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整により生じる0.01株未満の端数は切り捨てる。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

また、下記２に定める新株予約権の行使により発行または移転する株式１株当たりの払込金額の調整事由が

生じた場合にも、各新株予約権の行使により発行される株式の数は適切に調整されるものとする。 

２ 当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未

満の端数は切り上げるものとする。 

また、発行日後、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分（新株予約権または商法等の一部

を改正する法律（平成13年法律第128号）施行前の商法第280条ノ19第１項の規定に基づく新株引受権の行使

による場合を除く）を行う場合は、次の算式により行使価額は調整され、調整により生じた１円未満の端数

は切り上げる。 

上記のほか、発行日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、そのほ

かこれらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲で、行使価額は適切

に調整されるものとする。 

 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
1 

  分割・併合の比率 

 
       

既発行株式数 ＋ 

新規発行
または処分株式数

×
１株当たり行使価額
または譲渡価額 

 
調整後 
行使価額 

＝ 
調整前 
行使価額 

× 
新規発行または処分前の時価 

  既発行株式数 ＋ 新規発行または処分株式数 



ハ．第３回（平成15年１月28日発行） 

 （注）１ 当社が新株予約権発行日後に株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的たる株

式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていな

い新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整により生じる0.01株未満の端数は切り捨てる。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

また、下記２に定める新株予約権の行使により発行または移転する株式１株当たりの払込金額の調整事由が

生じた場合にも、各新株予約権の行使により発行される株式の数は適切に調整されるものとする。 

２ 当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未

満の端数は切り上げるものとする。 

 
事業年度末現在 

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権の数（個） 495 495 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）１ 495 495 

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）２ 31,800 31,800 

新株予約権の行使期間 
平成17年２月１日から 
平成22年１月31日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    31,800 
資本組入額  15,900 

発行価格    31,800 
資本組入額  15,900 

新株予約権の行使の条件 

① 対象者は、新株予約
権の行使時において当
社の取締役、監査役、
従業員または臨時従業
員の地位にあることを
要する。ただし、当社
の取締役、監査役が任
期満了によりまたは法
令変更にともない退任
した場合もしくは当社
の従業員が定年により
退職した場合にはこの
限りではない。 

② 前第①項の規定にか
かわらず、対象者が死
亡したときは、同人の
配偶者または一親等の
親族のうち一人に限
り、新株予約権を相続
することができるもの
とする。 

③ 新株予約権の譲渡、
質入その他の処分は認
めない。 

④ この他の条件は取締
役会の決議で定めるも
のとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 取締役会の承認を要す
る。 

同左 

代用払込みに関する事項  ────── ──────  

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ────── ──────  

 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
1 

  分割・併合の比率 



また、発行日後、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分（新株予約権または商法等の一部

を改正する法律（平成13年法律第128号）施行前の商法第280条ノ19第１項の規定に基づく新株引受権の行使

による場合を除く）を行う場合は、次の算式により行使価額は調整され、調整により生じた１円未満の端数

は切り上げる。 

上記のほか、発行日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、そのほ

かこれらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲で、行使価額は適切

に調整されるものとする。 

ニ．第４回（平成15年４月７日発行） 

         
既発行株式数 ＋ 

新規発行
または処分株式数

×
１株当たり行使価額
または譲渡価額 

 
調整後 
行使価額 

＝ 
調整前 
行使価額 

× 
新規発行または処分前の時価 

  既発行株式数 ＋ 新規発行または処分株式数 

 
事業年度末現在 

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権の数（個） 880 880 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）１ 880 880 

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）２ 29,600 29,600 

新株予約権の行使期間 
平成17年５月１日から 
平成22年４月30日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    29,600 
資本組入額  14,800 

発行価格    29,600 
資本組入額  14,800 

新株予約権の行使の条件 

① 対象者は、新株予約
権の行使時において当
社の取締役、監査役、
従業員または臨時従業
員の地位にあることを
要する。ただし、当社
の取締役、監査役が任
期満了によりまたは法
令変更にともない退任
した場合もしくは当社
の従業員が定年により
退職した場合にはこの
限りではない。 

② 前第①項の規定にか
かわらず、対象者が死
亡したときは、同人の
配偶者または一親等の
親族のうち一人に限
り、新株予約権を相続
することができるもの
とする。 

③ 新株予約権の譲渡、
質入その他の処分は認
めない。 

④ この他の条件は取締
役会の決議で定めるも
のとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 取締役会の承認を要す
る。 

同左 

代用払込みに関する事項  ────── ──────  

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ────── ──────  



 （注）１ 当社が新株予約権発行日後に株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的たる株

式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていな

い新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整により生じる0.01株未満の端数は切り捨てる。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

また、下記２に定める新株予約権の行使により発行または移転する株式１株当たりの払込金額の調整事由が

生じた場合にも、各新株予約権の行使により発行される株式の数は適切に調整されるものとする。 

２ 当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未

満の端数は切り上げるものとする。 

また、発行日後、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分（新株予約権または商法等の一部

を改正する法律（平成13年法律第128号）施行前の商法第280条ノ19第１項の規定に基づく新株引受権の行使

による場合を除く）を行う場合は、次の算式により行使価額は調整され、調整により生じた１円未満の端数

は切り上げる。 

上記のほか、発行日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、そのほ

かこれらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲で、行使価額は適切

に調整されるものとする。 

 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
1 

  分割・併合の比率 

 
       

既発行株式数 ＋ 

新規発行
または処分株式数

×
１株当たり行使価額
または譲渡価額 

 
調整後 
行使価額 

＝ 
調整前 
行使価額 

× 
新規発行または処分前の時価 

  既発行株式数＋新規発行または処分株式数 



② 平成15年６月26日定時株主総会決議 

イ．第１回（平成16年５月１日発行） 

 （注）１ 当社が新株予約権発行日後に株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的たる株

式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていな

い新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整により生じる0.01株未満の端数は切り捨てる。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

また、下記２に定める新株予約権の行使により発行または移転する株式１株当たりの払込金額の調整事由が

生じた場合にも、各新株予約権の行使により発行される株式の数は適切に調整されるものとする。 

２ 当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未

満の端数は切り上げるものとする。 

また、発行日後、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分（新株予約権または商法等の一部

を改正する法律（平成13年法律第128号）施行前の商法第280条ノ19第１項の規定に基づく新株引受権の行使

による場合を除く）を行う場合は、次の算式により行使価額は調整され、調整により生じた１円未満の端数

は切り上げる。 

 
事業年度末現在 

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権の数（個） 1,040 1,005 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）１ 1,040 1,005 

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）２ 60,200 60,200 

新株予約権の行使期間 
平成18年５月１日から 
平成23年４月30日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    60,200 
資本組入額   30,100 

発行価格    60,200 
資本組入額   30,100 

新株予約権の行使の条件 

① 対象者は、新株予約
権の行使時において当
社の取締役、監査役、
従業員または臨時従業
員の地位にあることを
要する。ただし、当社
の取締役、監査役が任
期満了によりまたは法
令変更にともない退任
した場合もしくは当社
の従業員が定年により
退職した場合にはこの
限りではない。 

② 前第①項の規定にか
かわらず、対象者が死
亡したときは、同人の
配偶者または一親等の
親族のうち一人に限
り、新株予約権を相続
することができるもの
とする。 

③ 新株予約権の譲渡、
質入その他の処分は認
めない。 

④ この他の条件は取締
役会の決議で定めるも
のとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 取締役会の承認を要す
る。 

同左 

代用払込みに関する事項  ────── ────── 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ────── ────── 

 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
1 

  分割・併合の比率 



上記のほか、発行日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、そのほ

かこれらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲で、行使価額は適切

に調整されるものとする。 

③ 平成16年６月24日定時株主総会決議 

イ．第１回（平成16年12月１日発行） 

 （注）１ 当社が新株予約権発行日後に株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的たる株

式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていな

い新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整により生じる0.01株未満の端数は切り捨てる。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

 
       

既発行株式数 ＋ 

新規発行
または処分株式数

×
１株当たり行使価額
または譲渡価額 

 
調整後 
行使価額 

＝ 
調整前 
行使価額 

× 
新規発行または処分前の時価 

  既発行株式数＋新規発行または処分株式数 

 
事業年度末現在 

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権の数（個） 595 570 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）１ 595 570 

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）２ 43,800 43,800 

新株予約権の行使期間 
平成18年12月１日から 
平成23年11月30日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    43,800 
資本組入額   21,900 

発行価格    43,800 
資本組入額   21,900 

新株予約権の行使の条件 

① 対象者は、新株予約
権の行使時において当
社の取締役、監査役、
従業員または臨時従業
員の地位にあることを
要する。ただし、当社
の取締役、監査役が任
期満了によりまたは法
令変更にともない退任
した場合もしくは当社
の従業員が定年により
退職した場合にはこの
限りではない。 

② 前第①項の規定にか
かわらず、対象者が死
亡したときは、同人の
配偶者または一親等の
親族のうち一人に限
り、新株予約権を相続
することができるもの
とする。 

③ 新株予約権の譲渡、
質入その他の処分は認
めない。 

④ この他の条件は取締
役会の決議で定めるも
のとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 取締役会の承認を要す
る。 

同左 

代用払込みに関する事項   ────── ──────  

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ────── ──────  



また、下記２に定める新株予約権の行使により発行または移転する株式１株当たりの払込金額の調整事由が

生じた場合にも、各新株予約権の行使により発行される株式の数は適切に調整されるものとする。 

２ 当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未

満の端数は切り上げるものとする。 

また、発行日後、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分（新株予約権または商法等の一部

を改正する法律（平成13年法律第128号）施行前の商法第280条ノ19第１項の規定に基づく新株引受権の行使

による場合を除く）を行う場合は、次の算式により行使価額は調整され、調整により生じた１円未満の端数

は切り上げる。 

上記のほか、発行日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、そのほ

かこれらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲で、行使価額は適切

に調整されるものとする。 

 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
1 

  分割・併合の比率 

 
       

既発行株式数 ＋ 

新規発行
または処分株式数

×
１株当たり行使価額
または譲渡価額 

 
調整後 
行使価額 

＝ 
調整前 
行使価額 

× 
新規発行または処分前の時価 

  既発行株式数＋新規発行または処分株式数 



ロ．第２回（平成17年６月１日発行） 

 （注）１ 当社が新株予約権発行日後に株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的たる株

式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていな

い新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整により生じる0.01株未満の端数は切り捨てる。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

また、下記２に定める新株予約権の行使により発行または移転する株式１株当たりの払込金額の調整事由が

生じた場合にも、各新株予約権の行使により発行される株式の数は適切に調整されるものとする。 

２ 当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未

満の端数は切り上げるものとする。 

また、発行日後、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分（新株予約権または商法等の一部

を改正する法律（平成13年法律第128号）施行前の商法第280条ノ19第１項の規定に基づく新株引受権の行使

による場合を除く）を行う場合は、次の算式により行使価額は調整され、調整により生じた１円未満の端数

は切り上げる。 

 
事業年度末現在 

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権の数（個） 857 832 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）１ 857 832 

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）２ 59,640 59,640 

新株予約権の行使期間 
平成19年６月１日から 
平成24年５月31日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    59,640 
資本組入額   29,820 

発行価格    59,640 
資本組入額   29,820 

新株予約権の行使の条件 

① 対象者は、新株予約
権の行使時において当
社の取締役、監査役、
従業員または臨時従業
員の地位にあることを
要する。ただし、当社
の取締役、監査役が任
期満了によりまたは法
令変更にともない退任
した場合もしくは当社
の従業員が定年により
退職した場合にはこの
限りではない。 

② 前第①項の規定にか
かわらず、対象者が死
亡したときは、同人の
配偶者または一親等の
親族のうち一人に限
り、新株予約権を相続
することができるもの
とする。 

③ 新株予約権の譲渡、
質入その他の処分は認
めない。 

④ この他の条件は取締
役会の決議で定めるも
のとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 取締役会の承認を要す
る。 

同左 

代用払込みに関する事項  ────── ──────  

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ────── ──────  

 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
1 

  分割・併合の比率 



上記のほか、発行日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、そのほ

かこれらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲で、行使価額は適切

に調整されるものとする。 

④ 平成17年６月28日定時株主総会決議 

イ．第１回（平成18年３月28日発行） 

 （注）１ 当社が株式分割をするとき、又は新株発行前の株価を下回る払込価額で新株を発行するときは、付与する株

式の数は、次の算式により調整しております。なお、調整前新株発行価額は、（注）２の「発行価額」の調

整式による調整前の新株発行価額を意味し、調整後新株発行価額は、同調整式による調整後の新株発行価額

を意味しております。 

 
       

既発行株式数 ＋ 

新規発行
または処分株式数

×
１株当たり行使価額
または譲渡価額 

 
調整後 
行使価額 

＝ 
調整前 
行使価額 

× 
新規発行または処分前の時価 

  既発行株式数＋新規発行または処分株式数 

 
事業年度末現在 

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権の数（個） 2,266 2,111 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）１ 2,266 2,111 

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）２ 34,063 34,063 

新株予約権の行使期間 
平成20年４月１日から 
平成25年３月31日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    34,063 
資本組入額   17,032 

発行価格    34,063 
資本組入額   17,032 

新株予約権の行使の条件 

① 対象者は、新株予約
権の行使時において当
社の取締役、監査役、
従業員または臨時従業
員の地位にあることを
要する。ただし、当社
の取締役、監査役が任
期満了によりまたは法
令変更にともない退任
した場合もしくは当社
の従業員が定年により
退職した場合にはこの
限りではない。 

② 前第①項の規定にか
かわらず、対象者が死
亡したときは、同人の
配偶者または一親等の
親族のうち一人に限
り、新株予約権を相続
することができるもの
とする。 

③ 新株予約権の譲渡、
質入その他の処分は認
めない。 

④ この他の条件は取締
役会の決議で定めるも
のとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 取締役会の承認を要す
る。 

同左 

代用払込みに関する事項  ────── ──────  

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ────── ──────  



また、この新株発行株式の数の調整が行われた場合には、当社は、調整後直ちに、被付与者に対し、その旨

並びにその事由、調整後の新株発行株式の数及び適用の日を通知するものとしております。なお、計算の結

果、株式の数に１株未満の端数を生ずる場合、この端数を切り上げた数としております。 

２ 発行価額は、権利付与日後に当社が株式分割及び時価を下回る価額で新株を発行する場合には、次の算式に

より調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げております。 

３ 平成18年４月25日開催の取締役会において、取締役及び監査役の全員は新株予約権の付与数1,200個をすべ

て放棄し、平成18年５月10日付で消却しております。 

 

（調整後新株発行株式数）＝ 
（調整前新株発行株式数）×（調整前新株発行価額） 

  （調整後新株発行価額） 

   
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

 
調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 × 

分割・新規発行前の株価 

  既発行株式数 ＋ 分割・新規発行による増加株式数 



(3)【ライツプランの内容】 

    該当事項はありません。 



(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（注）１ 平成14年６月26日開催の定時株主総会決議に基づき資本準備金をその他資本剰余金に振り替えたことによる

ものであります。 

２ 旧商法第280条ノ19第１項の規定による新株引受権の行使による増加であります。 

３ 旧商法第280条ノ19第１項の規定による新株引受権の行使による増加であります。 

４ 有償第三者割当 

  発行価格    175,000円 

  資本金組入額   87,500円 

  株式会社エフエム東京に割当てております。 

５ 旧商法第280条ノ19第１項の規定による新株引受権および旧商法第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の行

使による増加であります。 

６ 平成17年５月20日付をもって、１株を５株に分割しております。 

 ７ 旧商法第280条ノ19第１項の規定による新株引受権および旧商法第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の行

使による増加であります。 

 ８ 旧商法第280条ノ19第１項の規定による新株引受権の権利行使による増加であります。 

年月日 
発行済株式総
数増減数
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成14年８月16日 

（注）１ 
― 65,800 ― 1,072,441 △300,000 699,600 

平成14年４月１日～ 

平成15年３月31日 

（注）２ 

701 66,501 20,448 1,092,889 20,448 720,048 

平成15年４月１日～ 

平成16年３月31日 

（注）３ 

973 67,474 34,006 1,126,896 34,006 754,054 

平成16年10月26日 

（注）４ 
25,000 92,474 2,187,500 3,314,396 2,187,500 2,941,554 

平成16年４月１日～ 

平成17年３月31日 

（注）５ 

599 93,073 21,165 3,335,561 21,165 2,962,720 

  

平成17年５月20日 

（注）６ 

372,360 465,433 － 3,335,561 － 2,962,720 

平成17年４月１日～ 

平成18年３月31日 

（注）７ 

427 465,860 7,433 3,342,995 7,433 2,970,153 

平成18年４月１日～ 

平成19年３月31日 

（注）８ 

440 466,300 2,567 3,345,562 2,566 2,972,720 



(5)【所有者別状況】 

 (注）上記「その他法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、15株含まれております。 

  

  平成19年３月31日現在

区分 

 株式の状況 

端株の状況
（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の 
法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数 
（人） 

－ 7 12 42 9 4 5,895 5,969 ― 

所有株式数 
（株） 

－ 7,250 2,852 359,991 3,673 78 92,456 466,300 ― 

所有株式数の
割合（％） 

－ 1.55 0.61 77.20 0.78 0.02 19.83 100 ― 



(6)【大株主の状況】 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

㈱エフエム東京 東京都千代田区麹町１丁目７  250,000 53.61 

㈱プラザクリエイト 東京都千代田区五番町１ 97,301 20.86 

㈱リコー 東京都大田区中馬込１丁目３－６ 9,000 1.93 

日本マスタートラスト
信託銀行㈱信託口 

東京都港区浜松町２丁目11－３ 4,906 1.05 

飯田 桂子 東京都中央区 2,685 0.57 

ステートストリートバン
クアンドトラストカンパ
ニー505025（常任代理人 
㈱みずほコーポレート銀
行兜町証券決済業務室） 

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101 U.S.A 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 
1,809 0.38 

大島 康広 東京都目黒区 1,800 0.38 

ソフトバンク㈱ 東京都港区東新橋１丁目９－１ 1,199 0.25 

村田 俊一 神奈川県横浜市鶴見区 1,100 0.23 

大阪証券金融㈱  大阪府大阪市中央区北浜２丁目４－６  1,057 0.22 

計 ― 370,857 79.53 



(7)【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が15株含まれております。また、「議決権

の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数15個が含まれております。 

② 【自己株式等】 

  該当事項はありません。 

  平成19年３月31日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式 466,300 466,300 ― 

単元未満株式 ― ― ― 

発行済株式総数 466,300 ― ― 

総株主の議決権 ― 466,300 ― 



(8)【ストックオプション制度の内容】 

旧商法第280条ノ21の規定に基づく新株予約権方式によるストックオプション制度 

決議年月日 平成14年６月26日 

付与対象者の区分及び人

数（名） 

当社取締役４名、当社監査役３名 

当社従業員45名、当社臨時従業員14名 

新株予約権の目的となる

株式の種類 
「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払

込金額（円） 
同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関す

る事項 
同上 

代用払込みに関する事項 ──────  

組織再編行為に伴う新株

予約権の交付に関する事

項 

────── 

決議年月日 平成15年６月26日 

付与対象者の区分及び人

数（名） 

当社取締役４名、当社監査役３名 

当社従業員38名、当社臨時従業員22名 

新株予約権の目的となる

株式の種類 
「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払

込金額（円） 

同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関す

る事項 
同上 

代用払込みに関する事項  ────── 

組織再編行為に伴う新株

予約権の交付に関する事

項 

 ────── 



決議年月日 平成16年６月24日 

付与対象者の区分及び人

数（名） 

当社取締役６名 当社監査役４名 

当社従業員49名 当社臨時従業員48名 

新株予約権の目的となる

株式の種類 
「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払

込金額（円） 

同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関す

る事項 
同上 

代用払込みに関する事項 ──────  

組織再編行為に伴う新株

予約権の交付に関する事

項 

──────  

決議年月日 平成17年６月28日 

付与対象者の区分及び人数

（名） 

当社取締役５名 当社監査役４名 

当社従業員42名 当社臨時従業員37名 

新株予約権の目的となる株

式の種類 
「（2）新株予約権等」の状況に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込

金額（円） 

 同上 

新株予約権の行使期間  同上 

新株予約権の行使の条件  同上 

新株予約権の譲渡に関する

事項 
 同上 

代用払込みに関する事項   ────── 

組織再編行為に伴う新株予

約権の交付に関する事項 
 ────── 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 該当事項はありません。 

  

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

   該当事項はありません。 

  

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

   該当事項はありません。 

  

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

  該当事項はありません。 

  

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

   該当事項はありません。 



３【配当政策】 

 当社グループは、株主各位に対する利益還元を経営の重要課題と位置づけております。利益配分につきまして

は、業績及び将来的な事業展開を勘案し、事業強化に必要な資金の内部留保に努めつつ、安定的な配当を継続す

ることを基本方針としております。 

 当社は、「会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うことができ

る」旨定款に定めております。 

 当事業年度の配当につきましては、１株につき300円の配当を実施することを決定いたしました。 

 なお、当事業年度に係る剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１ 最高・最低株価は、大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット「ヘラクレス」市場における株価を記載

しております。 

２ □印は、株式分割権利落後の株価であります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット「ヘラクレス」市場における株価を記載し

ております。 

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円） 

 平成19年５月29日 

取締役会決議 
139 300 

回次 第７期 第８期 第９期 第10期 第11期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） 390,000 403,000 
345,000 

□53,300 
80,000 42,500 

最低（円） 108,000 135,000 
145,000 

□49,000 
29,600 18,340 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） 24,500 22,310 22,500 20,380 23,300 22,900 

最低（円） 20,810 18,410 18,340 18,510 19,020 20,010 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（株） 

代表取締役

会長 
― 池田   実 昭和30年３月30日生

昭和52年４月 石川島播磨重工業㈱入社 

平成４年11月 ㈱NTTデータ経営研究所 

事業コンサルティング部門長 

平成４年11月 ㈱ジェンティール代表取締役社長 

平成12年４月 ㈱エフエム東京入社 

平成12年４月 エフエムモバイルコミュニケーショ

ンズドットコム㈱常務取締役 

平成13年７月 ティーエフエム・インタラクティブ

㈱代表取締役社長 

平成19年４月 当社顧問 

平成19年６月 ティーエフエム・インタラクティブ

㈱代表取締役会長（現任） 

平成19年６月 当社代表取締役会長（現任） 

（注）２ ― 

代表取締役 

社長 
― 飯田 桂子 昭和38年９月19日生

昭和62年４月 コスモ石油㈱入社 

平成５年５月 ㈱トーメン産業機械部 

平成９年６月 当社入社 

平成10年４月 当社取締役社長 

平成12年６月 当社代表取締役社長（現任） 

平成15年10月 GignoSystem Europe Limited 

取締役社長（現任） 

平成15年11月 GignoSystem America,Inc. 

(平成19年１月22日付にて 

GignoEntertainment, Inc.へ商号変

更）取締役社長 

平成17年５月 ㈱サーティース取締役（現任） 

平成19年１月 GignoEntertainment, Inc. 

取締役（現任） 

（注）２ 2,685 

専務取締役 ― 西川   守 昭和25年２月18日生

昭和52年４月 ㈱エフエム東京入社 

平成３年７月 同社総務部長 

平成７年８月 同社総務局局次長 

平成９年２月 同社総務局局次長兼システム開発室

長 

平成９年６月 同社総務局長兼システム開発室長 

平成11年７月 ㈱ミュージックバード 

取締役総務部長 

平成13年７月 同社常務取締役総務部長 

平成14年７月 同社代表取締役社長 

平成17年６月 同社専務取締役 

平成19年４月 当社顧問 

平成19年５月 ㈱ユナイテッド・ワールド・ミュー

ジック取締役（現任） 

平成19年６月 GignoSystem Europe Limited 

取締役（現任） 

平成19年６月 GignoEntertainment, Inc. 

取締役（現任） 

平成19年６月 当社専務取締役（現任） 

（注）２ ― 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（株） 

常務取締役 経営管理部長 吉浜 直人 昭和38年12月２日生

平成５年11月 ㈱ジャネックス入社 

平成10年１月 当社入社 

平成13年４月 当社執行役員経営管理部長 

平成14年６月 当社取締役経営管理部長 

平成15年11月 GignoSystem America,Inc. 

（平成19年１月22日付にて 

GignoEntertainment, Inc.へ 

商号変更）取締役（現任） 

平成16年11月 GignoSystem Europe Limited 

取締役（現任） 

平成17年５月 ㈱サーティース取締役（現任） 

平成19年６月 当社常務取締役経営管理部長（現

任） 

（注）２ 600 

常務取締役 

ソリューショ

ン事業部長 

兼コマース事

業部長 

平   一彦 昭和36年２月７日生

昭和60年４月 ㈱エフエム東京入社 

平成11年８月 同社営業局営業担当部長 

平成12年７月 同社営業局営業推進部長 

平成12年８月 同社営業局営業推進部長 

兼TOKYO FM AT NEWYORK,INC取締役 

平成13年７月 ㈱エフエム東京営業局首都圏営業部

長兼多摩支局長兼横浜支局長 

平成14年５月 同社営業局営業部長 

平成16年４月 同社営業局次長兼営業部長 

平成16年４月 TOKYO FM AT NEWYORK,INC 

取締役（現任） 

平成16年11月 当社出向 

平成17年２月 当社取締役ソリューション営業部長 

平成17年５月 ㈱サーティース取締役（現任） 

平成17年８月 当社取締役ソリューション事業部長 

平成18年８月 当社取締役ソリューション事業部長

兼コマース事業部長 

平成19年６月 当社常務取締役ソリューション事業

部長兼コマース事業部長（現任） 

（注）２ ― 

 



（注）１．取締役唐島夏生は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であり、監査役近藤恵、岡田亘弘、木田正幸

及び関田好久は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２．平成19年３月期に係る定時株主総会の終結の時から平成20年３月期に係る定時株主総会終結のときまで 

３．平成16年３月期に係る定時株主総会の終結の時から平成20年３月期に係る定時株主総会終結のときまで 

４．平成17年２月の臨時株主総会の終結の時から平成20年３月期に係る定時株主総会終結のときまで 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（株） 

取締役 ― 唐島 夏生 昭和34年８月17日生

昭和57年４月 ㈱エフエム東京入社 

平成12年７月 同社総務局総務部担当部長 

平成12年９月 同社退社 

平成12年10月 ㈱インプレス入社事業開発室次長 

平成13年10月 同社グループ総務人事部長 

平成16年10月 同社グループ管理本部長兼人事部長 

平成17年５月 同社退社 

平成17年５月 ㈱エフエム東京入社 

平成17年６月 同社執行役員総務局長 

平成17年６月 ㈱エフエムむさしの取締役 

平成17年６月 ティーエフエム・インタラクティ

ブ㈱監査役 

平成17年６月 ㈱エフエムサウンズ監査役 

平成17年６月 ㈱メディアコミュニケーションズ

監査役 

平成18年４月 ㈱エフエム東京執行役員 

社長室長兼総務局長（現任） 

平成18年４月 当社顧問 

平成18年６月 当社取締役（現任） 

（注）１ 

（注）２ 
― 

監査役 

（常勤） 
―  近藤    恵 昭和31年３月16日生

昭和54年４月 日本経済新聞社入社 

平成５年３月 同社編集局証券部次長 

平成９年４月 ㈲ノブレッス・レゾ 

代表取締役（現任） 

平成16年６月 当社常勤監査役（現任） 

平成17年５月 ㈱サーティース監査役（現任）

（注）１ 

（注）３ 
― 

監査役 ― 岡田 亘弘 昭和９年９月３日生

昭和33年４月 ㈱東芝入社 

平成61年６月 東芝硝子㈱取締役 

平成４年６月 同社常務取締役 

平成８年６月 ㈱銀座パーキングセンター

代表取締役 

平成16年６月 当社監査役（現任） 

（注）１ 

（注）３ 
― 

監査役 ― 木田 正幸 昭和38年５月６日生

昭和62年４月 サンワ等松青木監査法人 

（現監査法人トーマツ）入社

平成２年２月 公認会計士登録 

平成６年３月 木田会計事務所入所 

平成６年４月 税理士登録 

平成13年４月 木田会計事務所所長（現任）

平成13年６月 当社監査役（現任） 

（注）１ 

（注）３ 
― 

監査役 ― 関田 好久 昭和22年12月18日生

昭和41年４月 ㈱富士銀行（現株式会社みずほフィ

ナンシャルグループ）入行 

平成６年11月 同行 日吉支店副支店長 

平成10年１月 同行 グローバル企画部参事役 

平成11年４月 ㈱エフエム東京出向 

平成12年１月 富士銀キャピタル㈱入社営業部長

（現みずほキャピタル㈱） 

平成16年４月 ㈱エフエム東京入社 

業務監査部長（現任）  

平成17年２月 当社監査役（現任） 

（注）１ 

（注）４ 
― 

        計   3,285 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は企業価値の最大化を目指して、日々の経営活動に取り組んでおります。そのなかで、法令等の遵守、適

切かつ効率的な業務の遂行を保証するための体制及び機能として、コーポレート・ガバナンスを経営上最も重要

な課題のひとつと位置づけ、株主の皆様をはじめとする全てのステークホルダー（利害関係者）に対して、経営

の透明性を高めることに尽力しております。 

  (2）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

   ①会社の機関の基本説明 

 当社の取締役会は、社外取締役１名を含め６名体制で構成されており、原則毎月１回の定例会議のほか、必要

に応じて臨時取締役会を開催しております。社外取締役は、当社の親会社である株式会社エフエム東京で執行役

員を務めており、第三者の立場から経営の監督と助言を受けております。なお、取締役の任期は１年としており

ます。 

  当社は監査役制度を採用しており、監査役会は常勤監査役を含め４名全員が社外監査役であります。各監査役

は監査役会が定めた監査方針および監査計画に基づき、月１回開催する定例の監査役会での情報交換はもとよ

り、取締役会など重要会議への出席、重要な文書の閲覧、業務及び財産の状況の調査などを通じて、健全な経営

の確保に精励しております。なお、監査役のうち１名は、親会社である株式会社エフエム東京業務監査部長の職

にあります。 

 その他の会議体として、 経営会議が、会長、社長、事業部長並びに部門長により構成され、当社の諸方策を適

切迅速に審議決定し、経営活動の効率化を図るとともに、重要な日常業務の報告を目的として毎週１回開催して

おります。 

  

 当社のコーポレート・ガバナンスの概略は以下のとおりであります。 



②会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

 当社は、リスク管理及びコンプライアンス（法令等遵守）を経営の最重要課題と考え、次のとおり内部統制シ

ステムを整備運用してまいります。 

 リスク管理に関しては、情報セキュリティ部会が情報セキュリティの観点からリスク管理体制の整備を行うと

ともに、ビジネスリスク部会がコンプライアンスポリシー、コンプライアンスマニュアル、コンプライアンスプ

ログラム、倫理方針、行動綱領などを策定しビジネスリスク管理体制を整備いたします。一方、コンプライアン

ス体制の維持のため、内部監査部門が内部統制の有効性を検証し、コンプライアンス担当がビジネスリスク部会

と連携をとり役員、従業員等にコンプライアンスの教育、啓蒙を行っております。 

 当社は、定例の取締役会を毎月１回開催し法令、定款に定める事項のほか、経営に関する事項、資本及び株式

に関する事項、株主総会に関する事項を協議・決議いたします。また、当社の諸方策を適切迅速に審議決定し、

重要な日常業務の報告を目的とする経営会議を毎週１回開催いたします。 

 このほか、顧問弁護士事務所から重要な契約のすべてについて助言と指導を仰ぎ、コンプライアンスの徹底及

びリスクマネジメントの強化の一助としております。  

③内部監査及び監査役監査の状況  

 内部監査部門は、コンプライアンス体制の維持のため内部統制の有効性を検証し、その結果を社長に報告し、

業務の改善に努めております。 

 監査役は、常勤監査役を含め４名全員が社外監査役であり、内部監査人１名及び会計監査人と定期的に会合を

設け、報告や意見交換をするなど三者間の緊密化を図っております。  

④会計監査の状況 

 会計監査人につきましては、会社法及び証券取引法の会計監査のため、新日本監査法人と契約しており、定期

的な監査のほか、会計上の課題等については随時確認するなど、適正な会計処理に努めております。 

当期において業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人及び監査業務に係る補助者の構成は下記のと

おりです。 

 ・業務を執行した公認会計士の氏名   指定社員 業務執行社員：原田恒敏、種村 隆 

 ・所属する監査法人          新日本監査法人 

 ・監査業務に係る補助者の構成     公認会計士 ５名、会計士補 ９名 その他 １名 

継続監査年数については、全員７年以内であるため記載を省略しております。また、同監査法人はすでに自主的

に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を越えて関与することがないよう措置をとっております。 

⑤社外取締役及び社外監査役との関係  

 当社の社外取締役は１名であり、当該社外取締役は親会社である株式会社エフエム東京で執行役員を務めてお

り、第三者の立場から経営の監督等を受けております。当社の社外監査役は、常勤監査役を含め４名全員が社外

監査役であり、そのうち１名は親会社である株式会社エフエム東京で業務監査部長の職にあります。 

 親会社である株式会社エフエム東京は、平成19年３月31日現在、当社株式の53.6％を保有している筆頭株主で

ありますが、賃貸借契約等の取引については一般取引同様、交渉の上決定しております。 

  

(3）リスク管理体制の整備の状況  

 リスク管理に関しては、情報セキュリティ部会が情報セキュリティの観点からリスク管理体制の整備を行うと

ともに、ビジネスリスク部会がコンプライアンスポリシー、コンプライアンスマニュアル、コンプライアンスプ

ログラム、倫理方針、行動綱領などを策定しビジネスリスク管理体制を整備いたします。一方、コンプライアン

ス体制の維持のため、内部監査部門が内部統制の有効性を検証し、コンプライアンス担当がビジネスリスク部会

と連係をとり役員、従業員等にコンプライアンスの教育、啓蒙を行っております。  

  

(4）役員報酬の内容 

  当事業年度における当社の取締役及び監査役の報酬内容は、以下のとおりであります。 

区分 支給人員 支給額 

取 締 役  ４名  64,807千円  

 （うち社外取締役） （－名）  （－千円）  

監 査 役 ３名  7,200千円  

 （うち社外監査役） （３名）  （7,200千円）  

 合  計 ７名  72,007千円  



(5）監査報酬の内容  

 当社の会計監査人である新日本監査法人に対する公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定

する業務に基づく監査報酬は、13,000千円であります。なお、それ以外の業務に基づく報酬はありません。 

  

(6）取締役の定数  

当社の取締役の定数は10名以内とする旨定款に定めております。  

  

(7）取締役の選任の決議要件  

 当社の取締役の選任は、株主総会の決議によって行い、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の

１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。  

  

(8）株主総会の特別決議要件  

 当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めており

ます。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを

目的とするものであります。  

  

 (9）剰余金の配当等の決定機関  

 当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めがある場合を

除き、取締役会の決議によって定め、株主総会の決議によらないものとする旨定款に定めております。これは、

剰余金の配当等を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするもので

あります。  



第５【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて

作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当

事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しており

ます。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日ま

で）及び当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度（平成

17年４月１日から平成18年３月31日まで）及び当事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務

諸表について新日本監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1)【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】  

   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１ 現金及び預金     5,968,993     5,479,314  

２ 受取手形及び売掛金  ※１   1,440,051     1,606,100  

３ たな卸資産     30,698     49,359  

４ 繰延税金資産     16,723     22,580  

５ その他     343,371     264,504  

６ 貸倒引当金     △9,872     △7,425  

流動資産合計     7,789,965 79.2   7,414,433 75.2

Ⅱ 固定資産              

１ 有形固定資産              

(1）建物   163,787     182,921    

減価償却累計額   51,827 111,960   70,885 112,036  

(2）器具及び備品   365,531     448,805    

減価償却累計額   230,537 134,994   272,301 176,504  

(3）その他   37,965     37,978    

減価償却累計額   20,042 17,922   25,279 12,698  

有形固定資産合計     264,877 2.7   301,239 3.0

２ 無形固定資産         

(1）連結調整勘定     502,154     －  

(2）営業権     20,000     －  

(3）のれん     －     371,783  

(4）その他     47,694     38,497  

無形固定資産合計     569,848 5.8   410,280 4.2

３ 投資その他の資産              

(1）投資有価証券 ※２   413,681     428,108  

(2）長期性預金    500,000     1,000,000  

(3）繰延税金資産    63,562     40,082  

(4) その他     231,875     264,927  

(5) 貸倒引当金     △1,260     －  

投資その他の資産合計     1,207,859 12.3   1,733,117 17.6

固定資産合計     2,042,586 20.8   2,444,638 24.8

資産合計     9,832,551 100.0   9,859,072 100.0

               
 



   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１ 買掛金     691,165     768,776  

２  一年以内返済予定長期
借入金 

    34,548     31,906  

３ 未払法人税等     13,588     59,237  

４ 賞与引当金     37,393     27,312  

５ 繰延税金負債     －     10,696  

６ その他     251,627     275,611  

流動負債合計     1,028,323 10.5   1,173,540 11.9

Ⅱ 固定負債              

１ 長期借入金     55,132     23,098  

２ その他      13,118     9,694  

固定負債合計     68,250 0.7   32,792 0.3

負債合計     1,096,573 11.2   1,206,333 12.2

               

（少数株主持分）              

少数株主持分     144,677 1.4   － －

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ※３   3,342,995 34.0   － －

Ⅱ 資本剰余金     3,270,153 33.3   － －

Ⅲ 利益剰余金     1,966,392 20.0   － －

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    3,452 0.0   － －

Ⅴ 為替換算調整勘定     8,307 0.1   － －

資本合計     8,591,300 87.4   － －

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

    9,832,551 100.0   － －

               
 



   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１ 資本金     －     3,345,562   

２ 資本剰余金     －     3,272,720   

３ 利益剰余金     －     1,760,029   

  株主資本合計     － －   8,378,313 85.0 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１ その他有価証券評価差
額金 

    －     6,879   

２ 為替換算調整勘定     －     19,093   

  評価・換算差額等合計     － －   25,973 0.3 

Ⅲ 少数株主持分     － －   248,452 2.5 

純資産合計     － －   8,652,739 87.8 

負債純資産合計     － －   9,859,072 100.0 

               



②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     5,041,001 100.0   6,103,744 100.0

Ⅱ 売上原価     3,334,557 66.1   4,129,972 67.7

売上総利益     1,706,443 33.9   1,973,771 32.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費              

１ 債権回収手数料   362,895     334,244    

２ 貸倒引当金繰入額   9,195     5,869    

３ 役員報酬   161,614     213,877    

４ 給与及び賞与   272,629     317,398    

５ 賞与引当金繰入額   33,910     10,898    

６ 支払手数料   197,981     212,627    

７ その他   628,554 1,666,781 33.1 560,904 1,655,819 27.1

営業利益     39,662 0.8   317,952 5.2

Ⅳ 営業外収益              

１ 受取利息   1,628     12,545    

２ 受取配当金   2,276     3,457    

３ 為替差益   1,291     425    

４ デリバティブ解約益   7,842     －    

５ その他   2,214 15,252 0.3 7,340 23,769 0.4

Ⅴ 営業外費用              

１ 新株発行費   4,032     －    

２ 株式交付費   －     31    

３ 支払利息   14,385     3,772    

４ 投資運用損   15,405     6,896    

５ 有価証券売却手数料   3,800     －    

６ その他   127 37,751 0.8 494 11,194 0.2

経常利益     17,163 0.3   330,526 5.4

 



   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅵ 特別利益              

１ 投資有価証券売却益   360,915 360,915 7.2 － － －

Ⅶ 特別損失              

１ 固定資産除却損 ※１ 20,380     3,885    

２ 役員退職慰労金   41,677 －   

３ 本社移転費用    17,507 2,423   

４ 減損損失 ※２ － 70,000   

５ サイト閉鎖に伴う 
損失 

  － 38,138   

６ 海外子会社携帯サイト
一部閉鎖に伴う損失 

  22,914 9,054   

７ 開発前渡金償却損   － 102,480 2.0 53,000 176,501 2.9

税金等調整前当期純利
益 

    275,598 5.5   154,025 2.5

法人税、住民税及び事
業税 

  215,785     151,504    

法人税等調整額   △21,146 194,639 3.9 25,968 177,472 2.9

少数株主利益又は 
損失(△) 

    △1,108 △0.0   43,157 0.7

当期純利益又は 
損失(△) 

    82,067 1.6   △66,604 △1.1

               



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高     3,262,720

Ⅱ 資本剰余金増加高      

１ 増資による新株発行   7,433 7,433

Ⅲ 資本剰余金期末残高     3,270,153

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高     2,043,934

Ⅱ 利益剰余金増加高  

１ 当期純利益   82,067 82,067

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１ 配当金   139,609  

２ 役員賞与   20,000 159,609

Ⅳ 利益剰余金期末残高     1,966,392

       



連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月開催の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高（千円） 3,342,995 3,270,153 1,966,392 8,579,541 

連結会計年度中の変動額        

新株の発行 2,567 2,566 － 5,134 

剰余金の配当(注) － － △139,758 △139,758 

当期純利益又は損失（△） － － △66,604 △66,604 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

－ － － － 

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

2,567 2,566 △206,362 △201,228 

平成19年３月31日 残高（千円） 3,345,562 3,272,720 1,760,029 8,378,313 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証
券評価差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高（千円） 3,452 8,307 11,759 144,677 8,735,978 

連結会計年度中の変動額          

新株の発行 － － － － 5,134 

剰余金の配当(注) － － － － △139,758 

当期純利益又は損失（△） － － － － △66,604 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

3,427 10,786 14,214 103,775 117,989 

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

3,427 10,786 14,214 103,775 △83,239 

平成19年３月31日 残高（千円） 6,879 19,093 25,973 248,452 8,652,739 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロ
ー 

  

１ 税金等調整前当期純利益   275,598 154,025

２ 減価償却費   112,991 112,182

３ 減損損失   － 70,000

４ 営業権償却   6,666 －

５ 連結調整勘定償却   72,994 －

６ のれん償却額   － 81,367

７ サイト閉鎖に伴う損失   － 13,333

８ 賞与引当金の増減額   － △10,081

９ 受取利息及び受取配当金   △3,904 △16,002

10 支払利息   14,385 3,772

11 新株発行費   4,032 －

12 株式交付費   － 31

13 デリバティブ解約益   △7,842 －

14 投資有価証券売却益   △360,915 －

15 固定資産除却損   20,380 3,885

16 本社移転費用   12,467 －

17 売上債権の増減額（増加:△）   △78,327 △103,028

18 たな卸資産の増減額 
（増加:△） 

  △15,379 △4,280

19 前渡金の増減額（増加:△）   △143,183 67,074

20 仕入債務の増減額（減少：△）   △16,960 21,821

21 未払消費税の増減額 
（減少：△）  

  － 33,163

22 その他   △19,065 △24,800

小計   △126,061 402,463

23 利息及び配当金の受取額   3,397 15,205

24 利息の支払額   △14,385 △3,772

25 法人税等の支払額   △595,357 △54,463

営業活動によるキャッシュ・フロ
ー 

  △732,406 359,432

 



    
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロ
ー 

  

１ 定期預金の預入れによる支出   △500,000 △500,000

２ 定期預金の払戻による収入   12,080 －

３ 有形固定資産の取得による支出   △105,378 △114,426

４ 有形固定資産の売却による収入   － 3,006

５ 無形固定資産の取得による支出   △17,801 △25,531

６ 投資有価証券の取得による支出   △100,433 △25,000

７ 投資有価証券の売却による収入   399,015 －

８ 投資有価証券の払戻による収入   － 9,966

９ 連結範囲の変更を伴う子会社株
式の取得による支出 

※２  △216,554 △10,361

10 出資金の払込による支出   △105,000 △12,642

11 貸付金の回収による収入   5,884 4,618

12 敷金及び差入保証金差入による
支出 

  △47,668 △23,272

13 敷金及び差入保証金返還による
収入 

  37,716 4,081

14 その他   184 19

投資活動によるキャッシュ・フロ
ー 

  △637,955 △689,542

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロ
ー 

  

１ 短期借入金の純増減額 
（減少：△） 

  △16,320 －

２ 長期借入による収入   80,000 －

３ 長期借入金の返済による支出   △481,529 △34,676

４ デリバティブ解約による支出   △15,360 －

５ 株式の発行による収入   10,834 5,102

６ 配当金の支払額   △139,056 △138,801

財務活動によるキャッシュ・フロ
ー 

  △561,432 △168,374

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差
額 

  5,273 8,805

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 
（減少：△） 

  △1,926,521 △489,678

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   7,095,514 5,168,993

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１  5,168,993 4,679,314

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

１  連結の範囲に関する

事項 

(1）連結子会社の数 ５社 

連結子会社の名称 

GignoSystem Europe Limited 

GignoSystem America, Inc. 

株式会社サーティース 

株式会社ユナイテッド・ワールド・

ミュージック  

 株式会社ネクサスフィルムス 

 なお、株式会社サーティース及び

株式会社ユナイテッド・ワールド・

ミュージックの２社は、当連結会計

年度において新たに株式を取得した

ため、株式会社ネクサスフィルムス

については、株式会社サーティース

が新たに株式を取得したため、当連

結会計年度より連結子会社に含めて

おります。 

  

(1）連結子会社の数 ６社 

連結子会社の名称 

GignoSystem Europe Limited 

GignoEntertainment, Inc. 

（GignoEntertainment, Inc.は 

平成19年１月22日付で

GignoSystem America, Inc.より商号

変更をしております。） 

株式会社サーティース 

株式会社ユナイテッド・ワールド・

ミュージック  

 株式会社ネクサスフィルムス 

 株式会社オニオン 

 なお株式会社オニオンについて

は、株式会社サーティースが新たに

株式を取得したため、当連結会計年

度より連結子会社に含めておりま

す。 
  (2）非連結子会社の数 １社 

有限会社ウィザードパブリシャーズ 

（連結の範囲から除いた理由） 

  非連結子会社は、総資産、売上

高、当期純損益及び利益剰余金等の

うち持分に見合う額は、いずれも連

結財務諸表に重要な影響を及ぼして

いないため、連結の範囲から除外し

ております。 

(2）非連結子会社の数 －社 

 なお、有限会社ウィザードパプリシ

ャーズは平成18年９月３日に全株式

を売却したため非連結子会社に該当

しなくなりました。 

 



項目 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

２ 持分法の適用に

関する事項 

（1）持分法適用の関連会社数 －社 （1）持分法適用の関連会社数 －社 

   (2）持分法を適用していない会社 ３社 

 Chinese Mobile Value Service Corp. 

 有限会社ウィザードパブリシャーズ 

 株式会社トゥーユー 

（持分法を適用しない理由）  

 Chinese Mobile Value Service Corp.

は業務が著しく縮小し、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等から見て、持分

法の対象から除いても連結財務諸表に

及ぼす影響が軽微となったため、当連

結会計年度より、持分法の適用範囲か

ら除外しております。 

 有限会社ウィザードパブリシャーズ及

び株式会社トゥーユーは、当期純損益

及び利益剰余金等のうち持分に見合う

額は、いずれも連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないため、持分法の

適用範囲から除外しております。  

 (2）持分法を適用していない会社 １社 

 Chinese Mobile Value Service Corp. 

 （持分法を適用しない理由） 

 持分法非適用会社は、当期純損益及

び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微

であり、かつ全体として重要性がな

いため持分法の適用範囲から除外し

ております。 

 なお、株式会社トゥーユーは平成

18年９月３日に全株式を売却したた

め関連会社に該当しなくなりまし

た。 

３ 連結子会社の事

業年度等に関す

る事項 

 GignoSystem Europe Limited及び

GignoSystem America, Inc.の２社の決算日

は、12月31日であります。 

 連結財務諸表の作成に当たって、同決算日

現在の財務諸表を使用しております。ただ

し、連結子会社の決算日から連結決算日まで

の期間に発生した重要な取引については、連

結上必要な調整を行っております。      

 GignoSystem Europe Limited及び

GignoEntertainment, Inc.の２社の決算日

は、12月31日であります。 

 連結財務諸表の作成に当たって、同決算

日現在の財務諸表を使用しております。た

だし、連結子会社の決算日から連結決算日

までの期間に発生した重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っております。  

 



項目 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

４ 会計処理基準に関す

る事項 

   

(1) 重要な資産の評価

基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。 

時価のないもの 

 主として移動平均法による原価法を

採用しております。 

 なお、投資事業有限責任組合及びこ

れに類する組合への出資（証券取引法

第２条第２項により有価証券とみなさ

れるもの）については、組合契約に規

定される決算報告日に応じて入手可能

な最近の決算報告書を基礎とし、持分

相当額を純額で取り込む方法によって

おります。    

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。 

時価のないもの 

      同左    

  ②たな卸資産 

 商品 

 総平均法による原価法を採用してお

ります。 

 コンテンツ制作勘定 

 個別法による原価法を採用しており

ます。 

  仕掛品 

   個別法による原価法を採用しており 

  ます。 

②たな卸資産 

 商品 

同左 

  

 コンテンツ制作勘定 

       同左 

  

  仕掛品 

              同左 

  

(2) 重要な減価償却資

産の減価償却の方

法 

①有形固定資産 

 定率法を採用しております。ただ

し、建物（建物附属設備を除く）につ

いては、定額法を採用しております。

  なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。       

  建物      ８～15年    

  器具及び備品  ４～６年    

①有形固定資産 

              同左 

  

  ②無形固定資産 

(イ) ソフトウエア  

 コンテンツ配信目的のソフトウェ

アについては、見込利用可能期間

（３年）に基づく定額法を採用して

おります。 

 自社利用のソフトウエアについて

は、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しており

ます。      

②無形固定資産 

(イ) ソフトウエア  

同左 

    (ロ) 営業権 

     定額法（償却年数５年）を採用し

ております。 

  (ロ) ────── 

  (ハ) その他の無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

(ハ) その他の無形固定資産 

     同左 

 



項目 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

(3) 繰延資産の処理方

法 

 ① 新株発行費 

 支出時に全額費用として処理してお

ります。 

 ①  ────── 

   ②  ──────  ② 株式交付費 

支出時に全額費用として処理しており

ます。         

(4) 重要な引当金の計

上基準 

 ① 貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等の特定の

債権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

 ② 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、

将来の支給見込額のうち当連結会計年

度の負担額を計上しております。   

 ① 貸倒引当金 

同左   

  

  

  

  

  

 ② 賞与引当金 

同左   

(5) 重要な外貨建の資

産又は負債の本邦

通貨への換算の基

準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。なお、在

外子会社等の資産及び負債は、在外子会社

等の決算日における直物為替相場により円

貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場

により円貨に換算し、換算差額は資本の部

における為替換算調整勘定に含めて計上し

ております。 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。なお、在

外子会社等の資産及び負債は、在外子会社

等の決算日における直物為替相場により円

貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場

により円貨に換算し、換算差額は純資産の

部における為替換算調整勘定に含めて計上

しております。     

(6) 重要なリース取引

の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。              

同左     

(7) 重要なヘッジ会計

の方法 

  

 ①ヘッジ会計の方法 

 金融商品に係る会計基準に定める特例処

理を採用しております。 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段・・・金利スワップ 

ヘッジ対象・・・金利 

 ③ヘッジ方針 

今後の金利上昇の可能性も考え、よりバラ

ンスのとれた資金調達を目指し、銀行借入

金の一部について金利スワップ取引で固定

化し、変動金利と固定金利のバランスを図

っております。 

 ④ヘッジ有効性評価の方法 

特例処理を採用しているため、有効性の評

価は省略しております。 

────── 

(8) その他連結財務諸

表作成のための重

要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税

抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

       同左 

          

５ 連結子会社の資産及

び負債の評価に関す

る事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっております。 

        同左 

    

６ 連結調整勘定の償却

に関する事項 

  

  

  

  

連結調整勘定は原則として発生年度以後

５年間で均等償却しております。なお、株

式会社サーティースに係る連結調整勘定に

ついては同社に対する投資の効果の発現す

る期間を見積もり、10年間で償却しており

ます。 

────── 

 



項目 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

７ のれんの償却に関す

る事項 

  

  

  

  

────── のれんは原則として発生年度以後５年間

で均等償却しております。なお、株式会社

サーティースに係るのれんについては同社

に対する投資の効果の発現する期間を見積

もり、10年間で償却しております。 

８ 利益処分項目等の取

り扱いに関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益処

分又は損失処理について連結会計年度中に

確定した利益処分又は損失処理に基づいて

作成しております。 

────── 

９ 連結キャッシュ・フ

ロー計算書における

資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 （固定資産の減損に係る会計基準） ───────── 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準  

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 

─────────  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

   当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しております。これによ

る損益に与える影響はありません。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は、

8,404,286千円であります。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借対照表につい

ては、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の連結財

務諸表規則により作成しております。 

  

（役員賞与に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用して

おります。これによる損益に与える影響はありません。 

  

（ストック・オプション等に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「ストック・オプション等に関

する会計基準」（企業会計基準第８号 平成17年12月27

日）及び「ストック・オプション等に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第11号 平成18年５

月31日）を適用しております。これによる損益に与える

影響はありません。 



表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（連結貸借対照表関係） 

 前連結会計年度まで掲記しておりました「売掛金」

は、当連結会計年度末において新たに受取手形の残高

が 38,008千円発生したため「受取手形及び売掛金」と

して表示しております。 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度において、「連結調整勘定」として掲

記されていたものは、当連結会計年度から「のれん」と

表示しております。 

（連結損益計算書関係） 

１．前連結会計年度まで、販売費及び一般管理費の

「支払手数料」に含めて表示しておりました「物流

費」は、個別財務諸表の損益計算書において区分掲

記したため、「支払手数料」より「その他」に含め

て表示しております。 

 なお、前連結会計年度の販売費及び一般管理費の

「支払手数料」に含まれている「物流費」は6,837

千円であります。    

２．前連結会計年度まで、営業外費用の「その他」に

含めて表示しておりました「投資運用損」は、営業

外費用の総額の100分の10を超えたため、当連結会

計年度より区分掲記することとしました。 

 なお、前連結会計年度の営業外費用の「その他」

に含まれている「投資運用損」は2,117千円であり

ます。  

（連結損益計算書関係） 

 前連結会計年度まで、「新株発行費」として掲記され

ていたものは、当連結会計年度から「株式交付費」とし

て表示しております。 

 （連結キャッシュ・フロー関係） 

 営業活動によるキャッシュ・フローの「前渡金の増減

額」は、前連結会計年度は「その他」に含めて表示し

ておりましたが、金額的重要性が増したため区分掲記

しております。 

 なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている

「前渡金の増減額」は△44,057千円であります。 

 （連結キャッシュ・フロー関係） 

１．前連結会計年度において、「連結調整勘定償却」及

び「営業権償却」として掲記されていたものは、当連

結会計年度から「のれん償却額」と表示しておりま

す。 

なお、当連結会計年度の「のれん償却額」に含まれる

「連結調整勘定」は74,701千円、「営業権償却」は

6,666千円であります。 

２．前連結会計年度まで、「新株発行費」として掲記さ

れていたものは、当連結会計年度から「株式交付費」

として表示しております。 

３．営業活動によるキャッシュ・フローの「賞与引当金

の増減額」は、前連結会計年度は「その他」に含めて

表示しておりましたが、金額的重要性が増したため区

分掲記しております。 

 なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている

「賞与引当金の増減額」は6,496千円であります。 

４．営業活動によるキャッシュ・フローの「未払消費税

の増減額」は、前連結会計年度は「その他」に含めて

表示しておりましたが、金額的重要性が増したため区

分掲記しております。 

 なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている

「未払消費税の増減額」は△11,520千円であります。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

───────── ※１ 連結会計年度末日満期手形 

    連結会計年度末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処理をしておりま

す。なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日

であったため、次の連結会計年度末日満期手形が

連結会計年度末残高に含まれております。 

 受取手形 9,327千円 

※２ 関連会社に対するものは次のとおりであります。 

    投資有価証券（株式）            ０千円  

※２ 関連会社に対するものは次のとおりであります。 

    投資有価証券（株式）           ０千円  

※３ 発行済株式 ───────── 

当社の発行済株式総数は、普通株式465,860株であ

ります。 

 なお、平成17年５月20日付けで、普通株式１株

を５株に分割しております。 

 



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※１ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

建物 15,987千円 

器具及び備品 4,393千円 

計 20,380千円 

※２ 減損損失 

 当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上しました。 

（1）減損損失を認識した資産 

（2）減損損失の認識に至った経緯 

 継続して営業損失が発生している資産グループの帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失として特別損失に計上しております。 

（3）減損損失の金額 

（4）資産のグルーピングの方法 

 当社については、原則として事業の種類に応じてグ

ルーピングを行っております。また、連結子会社に

ついては会社ごとにグルーピングを行っておりま

す。 

（5）回収可能価額の算定方法 

 なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値に

より測定しており、割引率は６％を採用しておりま

す。 

建物 1,568千円 

器具及び備品 2,316千円 

計 3,885千円 

会社・場所 用途  種類 

㈱ユナイテッド・

ワールド・ミュー

ジック 

(東京都千代田区)

事業用資産 のれん  

種  類 金額（千円） 

のれん 70,000 



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 （注）旧商法第280条ノ19第１項の規定による新株引受権の権利行使による増加であります。  

２．自己株式、新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 465,860 440 － 466,300 

合計 465,860 440 － 466,300 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 139,758 300 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年５月29日 

取締役会 
普通株式 139,890  利益剰余金 300 平成19年３月31日 平成19年６月28日



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※1 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

※1 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

   

現金及び預金勘定 5,968,993千円 

預入れ期間が３ヶ月を超える 

定期預金 
△800,000千円 

現金及び現金同等物 5,168,993千円 

現金及び預金勘定 5,479,314千円 

預入れ期間が３ヶ月を超える 

定期預金 
△800,000千円 

現金及び現金同等物 4,679,314千円 

※2 株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳 

株式の取得により新たに連結したことに伴う連結開始

時の資産及び負債の内訳並びに株式の取得価額と取得

のための支出（純額）との関係は次のとおりでありま

す。 

 ㈱サーティース 

 （平成17年４月１日取得日現在） 

 ㈱ユナイテッド・ワールド・ミュージック 

 （平成17年４月１日取得日現在） 

 流動資産 674,372千円 

 固定資産 211,779千円 

 連結調整勘定 431,945千円 

 流動負債  △307,654千円 

 固定負債  △270,142千円 

 少数株主持分  △140,302千円 

㈱サーティース株式の取得

価額  
600,000千円 

㈱サーティースの現金及び

現金同等物  
332,837千円 

差引：㈱サーティース取得

のための支出 
267,163千円 

 流動資産 26,010千円 

 固定資産 30,432千円 

 連結調整勘定 148,997千円 

 流動負債 △65,442千円 

 固定負債  △139,998千円 

㈱ユナイテッド・ワール

ド・ミュージック株式の取

得価額  

２円 

㈱ユナイテッド・ワール

ド・ミュージックの現金及

び現金同等物  

11,034千円 

差引：㈱ユナイテッド・ワ

ールド・ミュージック取得

による収入 

11,034千円 

※2 株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳 

株式の取得により新たに連結したことに伴う連結開始

時の資産及び負債の内訳並びに株式の取得価額と取得

のための支出（純額）との関係は次のとおりでありま

す。 

 ㈱オニオン 

 （平成18年４月１日みなし取得日現在） 

 流動資産     170,915千円 

 固定資産 17,002千円 

 のれん  14,330千円 

 流動負債  △61,630千円 

 固定負債  －千円 

 少数株主持分  △60,617千円 

㈱オニオン株式の取得価額  80,000千円 

㈱オニオンの現金及び現金

同等物  
69,638千円 

差引：㈱オニオン取得の

ための支出 
10,361千円 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 ㈱ネクサスフィルムス 

（平成18年３月31日みなし取得日現在）  

 流動資産 131,996千円 

 固定資産 2,929千円 

 流動負債 △63,099千円 

 固定負債  △53,548千円 

 連結調整勘定 △5,795千円 

 少数株主持分  △5,483千円 

㈱ネクサスフィルムス株式

の取得価額  
7,000千円 

㈱ネクサスフィルムスの現

金及び現金同等物  
46,574千円 

差引：㈱ネクサスフィルム

ス取得による収入 
39,574千円 

 



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 （2）未経過リース料期末残高相当額等 

   未経過リース料期末残高相当額 

 （3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

によっております。 

（5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を

利息相当額とし、各期への配分方法については利息法に

よっております。 

 （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 

  

取得価額 

相当額 

（千円） 

減価償却累計

額相当額 

（千円） 

期末残高

 相当額 

（千円） 

 器具及び備品 15,035 2,595 12,440 

 合計 15,035 2,595 12,440 

１年内 2,341千円 

１年超 10,355千円  

 合計 12,697千円  

 支払リース料 1,476千円 

 減価償却費相当額 1,259千円  

 支払利息相当額 317千円  

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 （2）未経過リース料期末残高相当額等 

   未経過リース料期末残高相当額 

 （3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

によっております。 

（5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を

利息相当額とし、各期への配分方法については利息法に

よっております。 

 （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 

  

取得価額 

相当額 

（千円） 

減価償却累計

額相当額 

（千円） 

期末残高 

相当額 

（千円） 

 器具及び備品 18,985 4,238 14,746 

 合計 18,985 4,239 14,746 

１年内 3,158千円 

１年超 12,045千円  

 合計 15,203千円  

 支払リース料 3,589千円 

 減価償却費相当額 3,109千円  

 支払利息相当額 782千円  



（有価証券関係） 

１.その他有価証券で時価のあるもの 

  ２.前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券  

３.時価評価されていない主な有価証券の内容 

 

種類 

前連結会計年度（平成18年３月31日） 当連結会計年度（平成19年３月31日） 

  取得原価 
連結貸借対
照表計上額 

差額 取得原価 
連結貸借対
照表計上額 

差額 

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの 
－ －千円 －千円 －千円 －千円 －千円 －千円

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの 
その他 100,433千円 99,010千円 △1,423千円 100,433千円 98,810千円 △1,623千円

合計 100,433千円 99,010千円 △1,423千円 100,433千円 98,810千円 △1,623千円

前連結会計年度 

（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

当連結会計年度 

（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

399,015千円 360,915千円 －千円     －千円     －千円 －千円 

種類 
前連結会計年度（平成18年３月31日）当連結会計年度（平成19年３月31日）

連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

非上場株式 

投資事業組合出資金 

 

100,000

214,671

  

千円 

千円 

 

100,000

229,298

  

千円 

千円 



（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 １．取引の状況に関する事項 

  (1）取引の内容、取組方針及び利用目的 

   当社グループ（連結子会社）は、将来の金利変動によるリスクの回避を目的として必要な範囲内で金利スワ

ップ取引を利用しております。 

  (2）取引に係るリスクの内容  

   当社グループ（連結子会社）のデリバティブ取引の契約先は、いずれも信用度の高い金融機関であり、相手

先の契約不履行に伴うリスクはほとんどないと認識しております。 

  (3）取引に係るリスク管理体制  

   デリバティブ取引については、リスクヘッジ取引に限定しているため、特に管理規程は設けておりません。

なお、デリバティブ取引は資金担当部門が決裁担当者の承認を得て行っております。 

 ２． 取引の時価等に関する事項 

    期末残高がないため、該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

    該当事項はありません。 



（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

 
 提出会社 

平成11年 
ストック・オプション 

 提出会社 

平成14年① 
ストック・オプション 

 提出会社 

平成14年② 
ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 

当社の取締役４名 

当社の従業員８名  

  

当社の監査役３名 

当社の従業員28名 

当社の臨時従業員７名 

当社の取締役４名 

当社の従業員30名 

当社の臨時従業員９名 

株式の種類別のストック・

オプション数 (注)1、2 
普通株式6,000株 普通株式1,585株 普通株式1,840株 

付与日 平成11年４月15日 平成14年７月25日 平成14年10月22日 

権利確定条件 

付与日（平成11年４月15

日）から権利確定日（平成

13年４月30日）まで継続し

て勤務していること。 

付与日（平成14年７月25

日）から権利確定日（平成

16年７月31日）まで継続し

て勤務していること。 

付与日（平成14年10月25

日）から権利確定日（平成

16年10月31日）まで継続し

て勤務していること。 

対象勤務期間 

付与日（平成11年４月15

日）から権利確定日（平成

13年４月30日） 

付与日（平成14年７月25

日）から権利確定日（平成

16年７月31日） 

付与日（平成14年10月22

日）から権利確定日（平成

16年10月31日） 

権利行使期間 

５年間（自 平成13年５月１

日 至 平成18年４月30日）

ただし、権利確定後退職し

た場合は、その権利を失

う。 

５年間（自 平成16年８月１

日 至 平成21年７月31日）

ただし、権利確定後退職し

た場合は、その権利を失

う。 

５年間（自 平成16年11月１

日 至 平成21年10月31日）

ただし、権利確定後退職し

た場合は、その権利を失

う。 

 
 提出会社 

平成15年① 
ストック・オプション 

 提出会社 

平成15年② 
ストック・オプション 

 提出会社 

平成16年① 
ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 

当社の取締役４名 

当社の従業員34名 

当社の臨時従業員10名 

当社の取締役４名 

当社の監査役３名 

当社の従業員42名 

当社の臨時従業員10名 

当社の取締役４名 

当社の監査役３名 

当社の従業員38名 

当社の臨時従業員22名 

株式の種類別のストック・

オプション数 (注)1、2 
普通株式1,825株 普通株式2,975株 普通株式3,325株 

付与日 平成15年１月28日 平成15年４月７日 平成16年５月１日 

権利確定条件 

付与日（平成15年１月28

日）から権利確定日（平成

17年１月31日）まで継続し

て勤務していること。 

付与日（平成15年４月７

日）から権利確定日（平成

17年４月30日）まで継続し

て勤務していること。 

付与日（平成16年５月１

日）から権利確定日（平成

18年４月30日）まで継続し

て勤務していること。 

対象勤務期間 

付与日（平成15年１月28

日）から権利確定日（平成

17年１月31日） 

付与日（平成15年４月７

日）から権利確定日（平成

17年４月30日） 

付与日（平成16年５月１

日）から権利確定日（平成

18年４月30日） 

権利行使期間 

５年間（自 平成17年２月１

日 至 平成22年１月31日）

ただし、権利確定後退職し

た場合は、その権利を失

う。 

５年間（自 平成17年５月１

日 至 平成22年４月30日）

ただし、権利確定後退職し

た場合は、その権利を失

う。 

５年間（自 平成18年５月１

日 至 平成23年４月30日）

ただし、権利確定後退職し

た場合は、その権利を失

う。 



 (注）1．株式数に換算して記載しております。 

      2．平成17年５月20日付けで１株につき５株の株式分割を行っております。 

  

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

当連結会計年度（平成19年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ

ションの数については、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

 
 提出会社 

平成16年② 
ストック・オプション 

 提出会社 

平成17年 
ストック・オプション 

 提出会社 

平成18年 
ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 

当社の取締役３名 

当社の監査役３名 

当社の従業員36名 

当社の臨時従業員37名 

当社の取締役５名 

当社の監査役４名 

当社の従業員37名 

当社の臨時従業員40名 

当社の取締役５名 

当社の監査役４名 

当社の従業員42名 

当社の臨時従業員37名 

株式の種類別のストック・

オプション数 (注)1、2 
普通株式1,750株 普通株式1,625株 普通株式4,654株 

付与日 平成16年12月１日 平成17年６月１日 平成18年３月28日 

権利確定条件 

付与日（平成16年12月１

日）から権利確定日（平成

18年11月30日）まで継続し

て勤務していること。 

付与日（平成17年６月１

日）から権利確定日（平成

19年５月31日）まで継続し

て勤務していること。 

付与日（平成18年３月28

日）から権利確定日（平成

20年３月31日）まで継続し

て勤務していること。 

対象勤務期間 

付与日（平成16年12月１

日）から権利確定日（平成

18年11月30日） 

付与日（平成17年６月１

日）から権利確定日（平成

19年５月31日） 

付与日（平成18年３月28

日）から権利確定日（平成

20年３月31日） 

権利行使期間 

５年間（自 平成18年12月１

日 至 平成23年11月30日）

ただし、権利確定後退職し

た場合は、その権利を失

う。 

５年間（自 平成19年６月１

日 至 平成24年５月31日）

ただし、権利確定後退職し

た場合は、その権利を失

う。 

５年間（自 平成20年４月１

日 至 平成25年３月31日）

ただし、権利確定後退職し

た場合は、その権利を失

う。 

 
 提出会社 

平成11年 
ストック・オプション 

 提出会社 

平成14年① 
ストック・オプション 

 提出会社 

平成14年② 
ストック・オプション 

権利確定前      （株）       

前連結会計年度末 － － － 

付与 － － － 

失効 (注)1 － － － 

権利確定 － － － 

未確定残 － － － 

権利確定後      （株）       

前連結会計年度末 440 260 635 

権利確定 － － － 

権利行使 440 － － 

失効 － 105 80 

未行使残 － 155 555 



(注)１．平成18年のストック・オプションにおける失効数のうち1,200株は、平成18年４月開催の取締役会において取締役及び監査役の全員 
    が全ての付与数を放棄したものであります。 

      2．平成17年５月20日付けで１株につき５株の株式分割を行っておりますので、上記株式数は当該調整後の株式数を記載しております。 

 
 提出会社 

平成15年① 
ストック・オプション 

 提出会社 

平成15年② 
ストック・オプション 

 提出会社 

平成16年① 
ストック・オプション 

権利確定前      （株）       

前連結会計年度末 － － 1,325 

付与 － － － 

失効 (注)1 － － 15 

権利確定 － － 1,310 

未確定残 － － － 

権利確定後      （株）       

前連結会計年度末 515 990 － 

権利確定 － － 1,310 

権利行使 － － － 

失効 20 110 270 

未行使残 495 880 1,040 

 
 提出会社 

平成16年② 
ストック・オプション 

 提出会社 

平成17年 
ストック・オプション 

 提出会社 

平成18年 
ストック・オプション 

権利確定前      （株）       

前連結会計年度末 835 1,237 4,654 

付与 － － － 

失効 (注)1 185 380 2,388 

権利確定 650 － － 

未確定残 － 857 2,266 

権利確定後      （株）       

前連結会計年度末 － － － 

権利確定 650 － － 

権利行使 － － － 

失効 55 － － 

未行使残 595 － － 



② 単価情報 

 (注）平成17年５月20日付けで１株につき５株の株式分割を行っておりますので、上記権利行使価格は当該調整後の権利行使価格を記載 

   しております。 

  

 ２．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

  当連結会計年度においてストック・オプションを付与しておりませんので、該当事項はありません。 

  

 ３．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

  当連結会計年度においてストック・オプションを付与しておりませんので、該当事項はありません。 

  

 ４．連結財務諸表への影響額 

  当連結会計年度においてストック・オプションを付与しておりませんので、影響はありません。 

 
 提出会社 

平成11年 
ストック・オプション 

 提出会社 

平成14年① 
ストック・オプション 

 提出会社 

平成14年② 
ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 11,669 58,870 38,000 

行使時平均株価     （円） 35,300 － － 

公正な評価単価（付与日）（円） － － － 

 
 提出会社 

平成15年① 
ストック・オプション 

 提出会社 

平成15年② 
ストック・オプション 

 提出会社 

平成16年① 
ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 31,800 29,600 60,200 

行使時平均株価     （円） － － － 

公正な評価単価（付与日）（円） － － － 

 
 提出会社 

平成16年② 
ストック・オプション 

 提出会社 

平成17年 
ストック・オプション 

 提出会社 

平成18年 
ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 43,800 59,640 34,063 

行使時平均株価     （円） － － － 

公正な評価単価（付与日）（円） － － － 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

繰延税金資産    

賞与引当金否認 15,079千円 

減価償却費限度超過額 52,719千円 

営業権償却限度超過額 1,627千円 

投資有価証券評価損 10,500千円 

繰越欠損金 88,278千円 

その他 6,704千円 

 繰延税金資産小計 174,909千円 

評価性引当額 △88,278千円 

繰延税金資産合計 86,631千円 

     

繰延税金負債    

  未収事業税 △3,417千円 

その他有価証券評価差額金 △2,927千円 

繰延税金負債合計 △6,344千円 

繰延税金資産（負債）の純額 80,286千円 

繰延税金資産    

賞与引当金否認 10,852千円 

減価償却費限度超過額 66,990千円 

サイト閉鎖による損失否認 5,516千円 

投資有価証券評価損 10,500千円 

開発前渡金償却損否認  21,565千円 

その他 13,805千円 

 繰延税金資産小計 129,231千円 

評価性引当額 △37,039千円 

繰延税金資産合計 92,191千円 

     

繰延税金負債    

  関係会社貸付金に対する貸倒引 

 当金認容額 

△22,644千円 

関係会社における前払家賃認容額 △11,729千円 

  未収事業税 △1,131千円 

その他有価証券評価差額金 △4,719千円 

繰延税金負債合計 △40,224千円 

繰延税金資産（負債）の純額 51,966千円 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

法定実効税率 40.7 ％

  交際費等永久に損金に算入されない項目 0.5％ 

  住民税均等割額 1.5％ 

  連結調整勘定償却額 10.8％ 

  税額控除額 △2.1％ 

  受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.1％ 

  評価性引当額 20.7％ 

  その他 △1.4％ 

  税効果会計適用後の法人税等の負担率 70.6％ 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

法定実効税率 40.7 ％

  交際費等永久に損金に算入されない項目 4.2％ 

  住民税均等割額 3.0％ 

  のれん勘定償却額 19.7％ 

  税額控除額 △2.0％ 

  受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.3％ 

  過年度法人税等 2.9％ 

  減損損失額 18.5％ 

  評価性引当額 22.2％ 

  その他 6.3％ 

  税効果会計適用後の法人税等の負担率 115.2％ 

   



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

（注）１. 事業の区分は、事業の内容及び販売方法の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主な事業内容 

    ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、460,214千円であり、 

      その主なものは当社の管理部門に係る費用であります。 

 ４．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は8,378,216千円であり、その主なものは、 

   当社の余資運用資金（現金及び預金）、長期性預金及び投資有価証券等であります。 

 

インフォメ
ーションプ
ロバイダー
事業 
（千円） 

  
ソリュー 
ション事業 
  
（千円） 

  
コマース 
事   業 

  
（千円） 

  
映像・音楽
制作事業  
   
 （千円） 

  
計 
  
  

（千円） 

  
消去又は 
全  社  

  
（千円） 

  
連 結 
  
  

（千円） 

Ⅰ売上高及び営業損益               

 売上高               

(1）外部顧客に対す

る売上高 
3,410,783 391,833 363,758 874,627 5,041,001 － 5,041,001 

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

－ 6,576 － 8,711 15,288 (15,288) － 

計 3,410,783 398,409 363,758 883,338 5,056,290 (15,288) 5,041,001 

 営業費用 2,728,713 432,184 471,376 924,139 4,556,413 444,926 5,001,339 

営業利益 

（又は営業損失） 
682,069 △33,774 △107,618 △40,800 499,876  (460,214) 39,662 

Ⅱ資産、減価償却費及

び資本的支出 
              

 資産  1,231,117 326,886 46,855 1,234,233 2,839,093 6,993,458 9,832,551 

 減価償却費 27,898 39,684 6,847 27,128 101,558 10,876 112,435 

 資本的支出 1,411 15,679 － 6,126 23,217 99,237 122,454 

事業区分 事業内容 

インフォメーションプロバイダー事業  携帯電話ユーザーへのコンテンツ配信の企画・開発・運営等 

 ソリューション事業 
携帯電話端末上のサイト及びインフラ構築、アプリケーショ

ン開発・運営及び管理  

 コマース事業  携帯電話ユーザー及びパソコンユーザーへの通信販売 

 映像・音楽制作事業 CMを中心とした映像・音楽の企画制作等 



 当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

（注）１. 事業の区分は、事業の内容及び販売方法の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主な事業内容 

    ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、398,579千円であり、 

      その主なものは当社の管理部門に係る費用であります。 

 ４．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は8,013,986千円であり、その主なものは、 

   当社の余資運用資金（現金及び預金）、長期性預金及び投資有価証券等であります。 

 

インフォメ
ーションプ
ロバイダー
事業 
（千円） 

  
ソリュー 
ション事業 
  
（千円） 

  
コマース 
事   業 

  
（千円） 

  
映像・音楽
制作事業  
   
 （千円） 

  
計 
  
  

（千円） 

  
消去又は 
全  社  

  
（千円） 

  
連 結 
  
  

（千円） 

Ⅰ売上高及び営業損益               

 売上高               

(1）外部顧客に対す

る売上高 
3,026,674 589,620 309,788 2,177,661 6,103,744 － 6,103,744 

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

－ 12,710 － 25,447 38,158 (38,158)  － 

計 3,026,674 602,331 309,788 2,203,109 6,141,902 (38,158)  6,103,744 

 営業費用 2,394,768 503,308 418,300 2,107,118 5,423,495  362,296 5,785,792 

営業利益 

（又は営業損失） 
631,905 99,022 △108,512 95,990 718,406 (400,454)  317,952 

Ⅱ資産、減価償却費及

び資本的支出 
              

 資産  1,030,105 256,150 45,360 1,473,988 2,805,605 7,053,466 9,859,072 

 減価償却費 28,838 37,802 2,250 26,712 95,604 16,577 112,182 

 資本的支出 727 12,478 423 23,718 37,347 107,556 144,904 

事業区分 事業内容 

インフォメーションプロバイダー事業  携帯電話ユーザーへのコンテンツ配信の企画・開発・運営等 

 ソリューション事業 
携帯電話端末上のサイト及びインフラ構築、アプリケーショ

ン開発・運営及び管理  

 コマース事業  携帯電話ユーザー及びパソコンユーザーへの通信販売 

 映像・音楽制作事業 CMを中心とした映像・音楽の企画制作等 



【所在地別セグメント情報】 

 前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める本邦の割合が、いずれも90％

を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

 当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める本邦の割合が、いずれも90％

を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

 前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 海外売上高が、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

 当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 海外売上高が、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

 (注) 消費税等は、取引金額には含まれておりませんが、期末残高には含まれております。 

取引条件ないし取引条件の決定方針等 

・システム開発業務等に係る販売価格については、開発原価等を勘案し、交渉のうえ決定しております。 

・商品仕入に係る仕入価格については、一般取引先と同様の条件により、交渉のうえ決定しております。 

・賃借料については、交渉のうえ決定しております。 

・支払手数料等については、交渉のうえ決定しております。 

  

 (注) 消費税等は、取引金額には含まれておりませんが、期末残高には含まれております。 

  

取引条件ないし取引条件の決定方針等 

・プリントサービスの仕入価格については、一般取引先と同様の条件により、交渉のうえ決定しております。

・サーバー及び事務用機器等のリース料の取引価格については、一般的なリース料率等に基づき交渉のうえ

決定しております。 

  (2）子会社等 

   該当事項はありません。 

  

属性 
会社等の

名称 
住所 

資本金又

は出資金 

(百万円) 

事業の 

内容又 

は職業 

議決権等の

所有（被所

有）割合 

(％) 

関係内容 

取引の内容 
取引金額

(千円) 
科目 

期末残高

(千円) 役員の兼

任等 

事業上の

関係 

親会社 
㈱エフエ

ム東京 

東京都 

千代田区 
1,335 

放送事業

等 

被所有 

直接 53.66 
兼任３人 業務提携 

システム開

発等の売上 
87,702 売掛金 42,376 

商品仕入高 33,764 買掛金 17,956 

賃  借  料 

  

27,342 

  

前  払 

費  用 
4,784 

差  入 

保証金 
44,668 

支払手数料等 33,868 未払金 2,194 

属性 
会社等の

名称 
住所 

資本金又

は出資金 

(百万円) 

事業の 

内容又 

は職業 

議決権等の

所有（被所

有）割合 

(％) 

関係内容 

取引の内容 
取引金額

(千円) 
科目 

期末残高

(千円) 役員の兼

任等 

事業上の

関係 

法人主

要株主 

㈱プラザ

クリエイ

ト 

東京都 

千代田区 
1,013 

DPEフラ

ンチャイ

ザー 

被所有 

直接 20.88 
－ 

フォトプ

リント等

の仕入先

及びリー

ス契約先 

プリントサ

ービスに係

る仕入等 

700 買掛金 57  

サーバー及

び事務用機

器等のリー

ス料の支払 

5  ―  － 



当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

 (注) 消費税等は、取引金額には含まれておりませんが、期末残高には含まれております。 

取引条件ないし取引条件の決定方針等 

・システム開発業務等に係る販売価格については、開発原価等を勘案し、交渉のうえ決定しております。 

・商品仕入に係る仕入価格については、一般取引先と同様の条件により、交渉のうえ決定しております。 

・賃借料については、近隣の取引実績等に基づいて、交渉のうえ決定しております。 

・支払手数料については、交渉のうえ決定しております。 

属性 
会社等の

名称 
住所 

資本金又

は出資金 

(百万円) 

事業の 

内容又 

は職業 

議決権等の

所有（被所

有）割合 

(％) 

関係内容 

取引の内容 
取引金額

(千円) 
科目 

期末残高

(千円) 役員の兼

任等 

事業上の

関係 

親会社 
㈱エフエ

ム東京 

東京都 

千代田区 
1,335 

放送事業

等 

被所有 

直接 53.61 
－ 業務提携 

システム開

発等の売上 
200,695 売掛金 29,321 

商品仕入高 24,512 買掛金 1,056 

 賃  借  料 54,684 

前  払 

費  用 
6,048 

差  入 

保証金 
44,268 

支払手数料 42,116 未払金 4,293 



（１株当たり情報） 

 （注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注）２．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の

算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 当社は、平成17年５月20日付で普通株式１株を５株に

分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の１株当たり情報については、それぞれ以下のとおり

となります。 

１株当たり純資産額 18,441円81銭

１株当たり当期純利益   176円22銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益  175円77銭

  前連結会計年度 

 １株当たり純資産額 19,007円29銭 

 １株当たり当期純利益 1,738円08銭 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 
1,723円73銭 

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損

失であるため記載しておりません。 

１株当たり純資産額 18,023円35銭

１株当たり当期純損失 142円85銭

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

純資産の部の合計額（千円） － 8,652,739 

純資産の部の合計額控除する金額（千円） － 248,452 

（うち少数株主持分）  （－） （248,452） 

普通株式に係る期末の純資産額（千円） － 8,404,286 

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末 

の普通株式数（株） 
－ 466,300 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純 

損失（△） 
   

当期純利益又は損失（△：損失）（千円） 82,067 △66,604 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

（うち利益処分による役員賞与金（千円）） （－）  （－）  

普通株式に係る当期純利益又は損失（△：損

失）（千円） 
82,067 △66,604 

普通株式の期中平均株式数（株） 465,702 466,267 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益    

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） 1,199 － 

（うち新株予約権（株）） (1,199)                     － 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

新株予約権３種類 

（新株予約権の数2,822個） 

 これらの概要は、「第４ 提

出会社の状況 1 株式等の状

況（2）新株予約権等の状況」

に記載のとおりであります。 

新株予約権８種類 

（新株予約権の数6,843個） 

 これらの概要は、「第４ 提

出会社の状況 1 株式等の状

況（2）新株予約権等の状況」

に記載のとおりであります。 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

 （業務提携に伴う株式取得による子会社化）  

   当社の連結子会社であります株式会社サーティー

スは、平成18年２月21日開催の定時取締役会におい

て、株式会社オニオンと業務提携について決議し、

平成18年４月28日付けで鈴木拓彦氏が保有する同社

株式を取得しました。その結果、株式会社オニオン

は新たに連結子会社になりました。  

（1）目的 

 株式会社サーティースの音楽制作力に、株式会社

オニオンが有するテレビCM、プロモーションビデオ

等の映像制作力を加え、映像制作と音楽制作を一括

で手がける体制を構築いたします。これにより当社

グループ全体の事業及び収益を拡大することを目的

としております。   

（2）株式取得の相手の名称 

鈴木 拓彦  

（3）株式を取得する会社の名称及び規模 

名称：株式会社オニオン 

事業内容：広告映像の企画・制作等  

規模：売上高７億55百万円、従業員９名 

（平成18年２月期実績） 

（4）株式取得の時期 

平成18年４月28日 

（5）取得する株式の総数、取得価額総額及び取得後の持

分比率 

取得する株式の総数：364株 

取得価額総額：80百万円 

取得後の持分比率：52.0％  

 ───────── 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであり

ます。 

(2)【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

 短期借入金 － － －  － 

 一年以内返済予定長期借入金 34,548 31,906 1.9  － 

 長期借入金 55,132 23,098 1.9 平成20年 

 その他の有利子負債 － － － － 

合計 89,680 55,004 － － 

 
１年超２年以内 

（千円） 
２年超３年以内 

（千円） 
３年超４年以内 

（千円） 
４年超５年以内 

（千円） 

 長期借入金 23,098 － － － 



２【財務諸表等】 

(1)【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１ 現金及び預金     5,609,162     5,172,557  

２ 売掛金     1,021,592     940,361  

３ 商品     16,804     4,046  

４ コンテンツ制作勘定     9,166     －  

５ 仕掛品     3,860     575  

６ 前渡金     184,401     133,790  

７ 前払費用     28,670     22,817  

８ 繰延税金資産     15,985     21,792  

９ 関係会社貸付金     421,666     187,499  

10 その他     72.523     14,535  

11 貸倒引当金     △8,378     △5,442  

流動資産合計     7,375,454 76.5   6,492,533 71.1

 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅱ 固定資産              

１ 有形固定資産              

(1）建物   43,267     43,690    

減価償却累計額   3,528 39,738   10,164 33,525  

(2）器具及び備品   270,078     358,364    

減価償却累計額   166,068 104,010   202,621 155,743  

有形固定資産合計     143,748 1.5   189,268 2.1

２ 無形固定資産              

(1）営業権     20,000     －  

(2）商標権     3,180     2,624  

(3）ソフトウェア     30,139     34,230  

(4）その他     508     508  

無形固定資産合計     53,828 0.5   37,364 0.4

３ 投資その他の資産              

(1）投資有価証券     413,681     428,108  

(2）関係会社株式     941,879     728,879  

(3）出資金     105,000     116,931  

(4）長期性預金     500,000     1,000,000  

(5）長期前払費用     2,992     615  

(6）繰延税金資産     62,528     61,237  

(7）関係会社貸付金     －     180,000  

(8）差入保証金     44,668     44,668  

 (9）貸倒引当金     －     △150,000  

投資その他の資産合計     2,070,749 21.5   2,410,439 26.4

固定資産合計     2,268,327 23.5   2,637,073 28.9

資産合計     9,643,782 100.0   9,129,607 100.0

               
 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１ 買掛金     517,866     427,065  

２ 未払金     151,496     155,454  

３ 未払費用     21,358     18,517  

４ 未払法人税等     10,490     9,873  

５ 前受金     472     756  

６ 預り金     2,970     3,074  

７ 賞与引当金     37,058     26,669  

８ その他     5,654     5,139  

流動負債合計     747,367 7.7   646,551 7.1

負債合計     747,367 7.7   646,551 7.1

               

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ※１   3,342,995 34.7   － －

Ⅱ 資本剰余金              

１ 資本準備金   2,970,153     －    

２ その他資本剰余金              

資本準備金減少差益   300,000     －    

資本剰余金合計     3,270,153 33.9   － －

Ⅲ 利益剰余金              

当期未処分利益   2,279,813     －    

利益剰余金合計     2,279,813 23.7   － －

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

※２   3,452 0.0   － －

資本合計     8,896,414 92.3   － －

負債資本合計     9,643,782 100.0   － －

               
 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１ 資本金     － －   3,345,562 36.6 

２ 資本剰余金               

(1）資本準備金   －     2,972,720     

(2）その他資本剰余金               

    資本準備金減少差益   －     300,000     

資本剰余金合計      － －   3,272,720 35.8 

３ 利益剰余金               

(1）利益準備金   －     －     

(2）その他利益剰余金               

繰越利益剰余金   －     1,857,893     

利益剰余金合計      － －   1,857,893 20.4 

株主資本合計      － －   8,476,176 92.8 

Ⅱ 評価・換算差額等               

  その他有価証券評価差
額金 

    － －   6,879 0.1 

評価・換算差額等合計      － －   6,879 0.1 

純資産合計      － －   8,483,056 92.9 

負債純資産合計      － －   9,129,607 100.0 

               



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高              

１ インフォメーション 
プロバイダー事業 
売上高 

  3,309,631     2,880,295    

２ ソリューション事業 
売上高 

  313,622     498,364    

３ コマース事業売上高   363,758 3,987,012 100.0 309,788 3,688,448 100.0

Ⅱ 売上原価              

１ インフォメーション 
プロバイダー事業 
売上原価 

  2,011,057     1,777,779    

２ ソリューション事業 
売上原価 

  240,926     307,574    

３ コマース事業売上原価              

  期首商品棚卸高   14,452     16,804    

  当期商品仕入高   260,254     203,968    

   合計   274,706     220,773    

  期末商品棚卸高   16,804     14,658    

  他勘定振替  ※１ －     6    

  コマース事業売上原価   257,902 2,509,886 63.0 206,108 2,291,462 62.1

売上総利益     1,477,125 37.0   1,396,985 37.9

 



   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅲ 販売費及び一般管理費              

１ 販売促進費   12,266     10,574    

２ 広告宣伝費   40,763     22,417    

３ 債権回収手数料   343,981     305,788    

４ 物流費   58,125     60,747    

５ 貸倒引当金繰入額   8,377     5,440    

６ 貸倒損失   25,914     18,233    

７ 役員報酬   86,072     72,007    

８ 給与及び賞与   199,936     246,616    

９ 賞与引当金繰入額   30,824     10,066    

10 福利厚生費   30,118     39,174    

11 旅費交通費   22,053     19,891    

12 支払手数料   130,727     150,391    

13 求人費   63,331     22,554    

14 消耗品費   24,543     12,320    

15 賃借料   35,842     30,314    

16 減価償却費   22,953     18,871    

17 営業権償却   6,666     －    

18 のれん償却    －     6,666    

19 その他   96,075 1,238,573 31.0 93,810 1,145,890 31.1

営業利益     238,552 6.0   251,095 6.8

 



   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅳ 営業外収益              

１ 受取利息 ※２ 6,323     20,414    

２ 受取配当金   2,254     3,437    

３ 為替差益   1,713     1,458    

４ その他   1,557 11,848 0.2 4,177 29,487 0.8

Ⅴ 営業外費用              

１ 新株発行費   2,570     －    

２ 株式交付費   －     31    

３ 投資運用損   15,405     6,896    

４ 有価証券売却手数料   3,800     －    

５ その他   0 21,775 0.5 0 6,928 0.2

経常利益     228,624 5.7   273,655 7.4

Ⅵ 特別利益              

  投資有価証券売却益   360,915 360,915 9.1 －   

Ⅶ 特別損失              

１ 固定資産除却損 ※３ 20,380     533    

２ 関係会社株式評価損 ※４ －     213,000    

３ 役員退職慰労金   41,677     －    

４ 本社移転費用   17,507     －    

５ サイト閉鎖に伴う 
損失 

  －     38,138    

６ 海外子会社携帯サイト
一部閉鎖に伴う損失 

  －     4,726    

７ 開発前渡金償却損   －     53,000    

８ 貸倒引当金繰入額   － 79,565 2.0 150,000 459,398 12.5

税引前当期純利益 
又は損失(△) 

    509,974 12.8   △185,743 △5.0

法人税、住民税及び 
事業税 

  217,260     103,287    

法人税等調整額   △19,443 197,817 5.0 △6,868 96,419 2.6

当期純利益又は 
損失(△) 

    312,156 7.8   △282,162 △7.6

前期繰越利益     1,967,656     －  

当期未処分利益     2,279,813     －  

               



インフォメーションプロバイダー事業売上原価明細書 

 （注）インフォメーションプロバイダー事業に係る原価計算は、実際原価に基づく個別原価計算によっております。 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅰ コンテンツ仕入高     1,664,413 82.8   1,417,704 79.7 

Ⅱ 労務費     118,436 5.8   118,684 6.7 

Ⅲ 経費 ※   228,207 11.4   241,965 13.6 

当期総発生費用     2,011,057 100.0   1,778,355 100.0 

期末仕掛品たな卸高     －     575   

インフォメーションプロ
バイダー事業売上原価 

    2,011,057     1,777,779   

               

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※ 経費の主な内訳は次のとおりであります。 ※ 経費の主な内訳は次のとおりであります。 

賃借料 12,654千円 

保守料 17,441千円 

減価償却費 13,976千円 

通信費 16,738千円 

業務委託費 41,559千円 

ゲーム開発費 69,533千円 

賃借料 17,661千円 

保守料 25,314千円 

減価償却費 18,958千円 

通信費 35,894千円 

業務委託費 32,158千円 

ゲーム開発費 36,628千円 

サーバーハウジング料 17,786千円 

外注費 17,617千円 



ソリューション事業売上原価明細書 

 （注） 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 画像等仕入高     104,704 43.5   139,501 45.9 

Ⅱ 労務費     55,858 22.8   55,477 18.3 

Ⅲ 経費 ※   84,083 33.7   108,875 35.8 

当期総発生費用     244,646 100.0   303,854 100.0 

期首仕掛品たな卸高     －     3,720  

期末仕掛品たな卸高     3,720     －  

ソリューション事業 
売上原価 

    240,926     307,574  

               

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

ソリューション事業に係る原価計算は、個別原価計算によ

っております。 

 なお、事業の種類別セグメントの名称を、当事業年度よ

り「システムソリューション事業」から「ソリューション

事業」に変更しております。 

ソリューション事業に係る原価計算は、実際原価に基づく

個別原価計算によっております。 

※ 経費の主な内訳は次のとおりであります。 ※ 経費の主な内訳は次のとおりであります。 

賃借料 7,661千円 

外注費 1,456千円 

減価償却費 13,370千円 

ソフトウェア償却費 9,335千円 

通信費 10,436千円 

派遣手数料 8,051千円 

業務委託費 5,731千円 

賃借料 6,955千円 

外注費 20,571千円 

減価償却費 15,059千円 

ソフトウェア償却費 9,470千円 

通信費 14,146千円 

派遣手数料 9,125千円 

保守費 13,203千円 

サーバーハウジング料 9,047千円 



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

   
前事業年度 

株主総会承認日 
（平成18年６月29日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

（当期未処分利益の処分）      

Ⅰ 当期未処分利益     2,279,813

Ⅱ 利益処分額      

１ 配当金   139,758 139,758

Ⅲ 次期繰越利益     2,140,055

       

（その他資本剰余金の処分）      

Ⅰ その他資本剰余金     300,000

Ⅱ その他資本剰余金 
次期繰越額 

    300,000

       



株主資本等変動計算書 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月開催の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金  利益剰余金 

株主資本合計 
資本準備金 

その他資本
剰余金 

資本剰余金
合計 

その他利益

剰余金 利益剰余金
合計 繰越利益剰

余金 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

3,342,995 2,970,153 300,000 3,270,153 2,279,813 2,279,813 8,892,962 

事業年度中の変動額              

新株の発行 2,567 2,566 － 2,566 － － 5,134 

剰余金の配当(注) － － － － △139,758 △139,758 △139,758 

当期純利益又は損失（△） － － － － △282,162 △282,162 △282,162 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

－ － － － － － － 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

2,567 2,566 － 2,566 △421,920 △421,920 △416,786 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

3,345,562 2,972,720 300,000 3,272,720 1,857,893 1,857,893 8,476,176 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

3,452 3,452 8,896,414 

事業年度中の変動額      

新株の発行 － － 5,134 

剰余金の配当(注) － － △139,758 

当期純利益又は損失（△） － － △282,162 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

3,427 3,427 3,427 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

3,427 3,427 △413,358 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

6,879 6,879 8,483,056 



重要な会計方針 

項目 

前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

１ 有価証券の評価基準及

び評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法を採用して

おります。  

(1）子会社株式及び関連会社株式 

      同左 

  (2）その他有価証券 

 時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用しておりま

す。 

(2）その他有価証券 

 時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。  

   時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用して

おります。 

 投資事業有限責任組合及びこれに類

する組合への出資（証券取引法第２条

第２項により有価証券とみなされるも

の）については、組合契約に規定され

る決算報告日に応じて入手可能な最近

の決算報告書を基礎とし、持分相当額

を純額で取り込む方法によっておりま

す。    

 時価のないもの 

      同左  

２ たな卸資産の評価基準

及び評価方法 

商品 

 総平均法による原価法を採用してお

ります。 

コンテンツ制作勘定 

 個別法による原価法を採用しており

ます。 

   仕掛品 

 個別法による原価法を採用しており

ます。 

商品 

      同左 

  

コンテンツ制作勘定 

           同左 

  

   仕掛品 

           同左 

  

３ 固定資産の減価償却の

方法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 ただし、建物（建物附属設備を除

く）については、定額法を採用してお

ります。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

器具及び備品  ４～６年 

(1）有形固定資産 

      同左 

  (2）無形固定資産 

① ソフトウエア  

 コンテンツ配信目的のソフトウェア

については、見込利用可能期間（３

年）に基づく定額法を採用しておりま

す。 

 自社利用のソフトウエアについて

は、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しておりま

す。 

(2）無形固定資産 

① ソフトウエア  

      同左 

  ② 営業権 

    定額法（償却年数５年）を採用して

おります。 

② ────── 

  ③ ────── ③ のれん 

   定額法（償却年数５年）を採用して

おります。 
  ④ その他の無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

④ その他の無形固定資産 

      同左 

 



項目 

前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

４ 繰延資産の処理方法 (1）新株発行費 

支出時に全額費用として処理しておりま

す。 

(1）────── 

   (2）────── (2）株式交付費 

  支出時に全額費用として処理しておりま

す 

５ 外貨建の資産及び負債

の本邦通貨への換算基

準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。 

同左 

６ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 
   売上債権等の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等の特定の

債権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

同左 

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 
   従業員の賞与の支給に備えるため、

将来の支給見込額のうち当期の負担額

を計上しております。 

同左 

７ その他財務諸表作成の

ための基本となる重要

な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 



重要な会計方針の変更 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 （固定資産の減損に係る会計基準） ───────── 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しておりま

す。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 

─────────  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

   当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平

成17年12月９日）を適用しております。これによる損益

に与える影響はありません。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は、

8,483,056千円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照表については、財

務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表等規則に

より作成しております。 

  

 （役員賞与に関する会計基準） 

 当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企

業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しており

ます。これによる損益に与える影響はありません。 

  

 （ストック・オプション等に関する会計基準） 

 当事業年度より、「ストック・オプション等に関する

会計基準」（企業会計基準第８号 平成17年12月27日）

及び「ストック・オプション等に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第11号 平成18年５月31

日）を適用しております。これによる損益に与える影響

はありません。 



（表示方法の変更） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 （損益計算書関係） 

(1)前事業年度まで掲記しておりました「システムソリ

ューション事業売上高」及び「システムソリューシ

ョン事業売上原価」は、当事業年度において「1.企

業集団の状況」に記載のとおり、事業の種類別セグ

メントの名称を「システムソリューション事業」か

ら「ソリューション事業」に変更したためそれぞれ

「ソリューション事業売上高」、「ソリューション

事業売上原価」として表示しております。 

(2)前事業年度まで、販売費及び一般管理費の「支払手

数料」及び「その他（運賃）」に含めて表示してお

りました「物流費」は、金額的重要性が増したため

区分掲記しております。 

 なお、前事業年度の「支払手数料」に含まれてい

る「物流費」は6,837千円、「その他（運賃）」に

含まれている「物流費」は10,436千円でありま

す。  

(3)前事業年度まで、営業外費用の「その他」に含めて

表示しておりました「投資運用損」は、営業外費用

の総額の100分の10を超えたため、当事業年度より

区分掲記することとしました。 

 なお、前事業年度の営業外費用の「その他」に含

まれている「投資運用損」は2,117千円でありま

す。  

 （損益計算書関係） 

（1）前事業年度まで、「営業権償却」として掲記されて

いたものは、当事業年度より「のれん償却」として

表示しております。 

（2）前事業年度まで、「新株発行費」として掲記されて

いたものは、当事業年度より「株式交付費」として

表示しております。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

（損益計算書関係） 

（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 該当事項はありません。 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

※１ 授権株式数及び発行済株式総数 ───────── 

会社が発行する株式の総数 普通株式 1,316,000株

発行済株式の総数 普通株式 465,860株

 

※２ 配当制限 ───────── 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は3,452千

円であります。 

 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

───────── ※１ 他勘定振替高は、販売促進費になります。 

※２ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

       受取利息                 5,405千円 

※２ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれてお

ります。 

       受取利息                  8,709千円 

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物 15,987千円 

器具及び備品 4,393千円 

計 20,380千円 

器具及び備品 533千円 

計 533千円 

───────── ※４ 関係会社株式評価損の内訳は次のとおりであります。 

   なお、評価損計上後の貸借対照表価額については、

GignoSystem Europe Limitedは62,226千円、

GignoEntertainment, Inc.は66,653千円であります。 

 会社名 金額 

 GignoSystem Europe Limited 117,000千円

 GignoEntertainment, Inc. 96,000千円

計 213,000千円



（リース取引関係） 

 前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

  該当事項はありません。 

 当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  該当事項はありません。 

（有価証券関係） 

 前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産    

賞与引当金否認 15,079千円

減価償却費限度超過額 52,719千円

営業権償却限度超過額 1,627千円

投資有価証券評価損 10,500千円

その他 4,931千円

繰延税金資産合計 84,858千円

     

繰延税金負債    

未収事業税 △3,417千円

その他有価証券評価差額金 △2,927千円

繰延税金負債合計 △6,344千円

繰延税金資産（負債）の純額 78,513千円

繰延税金資産    

賞与引当金否認 10,852千円

減価償却費限度超過額 65,957千円

サイト閉鎖による損失否認 5,516千円

投資有価証券評価損 10,500千円

開発前渡金償却損否認 21,565千円

関係会社株式評価損否認 86,669千円

関係会社貸付金に対する貸倒 

引当金超過額 

38,397千円

その他 11,528千円

 繰延税金資産小計 250,987千円

評価性引当額 △162,106千円

繰延税金資産合計 88,881千円

     

繰延税金負債    

未収事業税 △1,131千円

その他有価証券評価差額金 △4,719千円

繰延税金負債合計 △5,851千円

繰延税金資産（負債）の純額 83,030千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳 

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下で

あるため注記を省略しております。 

法定実効税率 40.7 ％

  交際費等永久に損金に算入されない項目 △1.0％ 

  受取配当金等永久に益金に算入されない項目 0.2％ 

  住民税均等割額 △2.1％ 

  税額控除額 1.7％ 

  過年度法人税等 △2.3％ 

  評価性引当額 △87.3％ 

  その他 △1.8％ 

  税効果会計適用後の法人税等の負担率 △51.9％ 



（１株当たり情報） 

 （注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注）２．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の

算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 当社は、平成17年５月20日付で普通株式１株を５株に

分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の１株当たり情報については、それぞれ以下のとおり

となります。 

１株当たり純資産額     19,096円76銭

１株当たり当期純利益 670円29銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益    668円57銭

  前事業年度 

 １株当たり純資産額 19,189円63銭 

 １株当たり当期純利益 1,864円72銭 

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 
1,849円32銭 

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損

失であるため記載しておりません。 

１株当たり純資産額 18,192円27銭

１株当たり当期純損失   605円15銭

項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

純資産の部の合計額（千円） － 8,483,056 

純資産の部の合計額控除する金額（千円） － － 

普通株式に係る期末の純資産額（千円） － 8,483,056 

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末 

の普通株式数（株） 
－ 466,300 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純 

損失（△） 
   

当期純利益又は損失（△：損失）（千円） 312,156 △282,162 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

（うち利益処分による役員賞与金（千円））         （－） （－）   

普通株式に係る当期純利益又は損失（△：損

失）（千円） 
312,156 △282,162 

普通株式の期中平均株式数（株） 465,702 466,267 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益    

当期純利益調整額（千円） －  － 

普通株式増加数（株） 1,199 － 

（うち新株予約権（株）） (1,199) － 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

新株予約権３種類 

（新株予約権の数2,822個） 

 これらの概要は、「第４ 提出

会社の状況 1 株式等の状況

（2）新株予約権等の状況」に記

載のとおりであります。 

新株予約権８種類 

（新株予約権の数6,843個） 

 これらの概要は、「第４ 提出

会社の状況 1 株式等の状況

（2）新株予約権等の状況」に記

載のとおりであります。 



（重要な後発事象） 

前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【その他】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（千円） 

投資有価証券 
その他有

価証券 

㈱みずほフィナンシャルグループ 

（第十一回第十一種一斉転換条項付 

転換型優先株式） 

100 100,000 

計 100 100,000 

種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 

（千円） 

投資有価証券 
その他有

価証券 

 （投資事業有限責任組合契約）     

 ジャフコＶ１号投資事業組合  1 95,144 

 （投資事業有限責任組合契約）     

 ＳＢＩブロードバンドファンド１号 1 43,043 

 （投資事業有限責任組合契約）     

 ＮＩＦベンチャーキャピタルファンド 

 2005Ｈ-１ 
1 91,111 

 （国内投資信託）     

 野村メロン先進国ＡＢＣファンド・オ 

ープン 
10,000 98,810 

計 10,003 328,108 



【有形固定資産等明細表】 

（注）１ 器具及び備品の増加は、主なものは次のとおりであります。 

社内用サーバー機器                    91,042千円  

２ 営業権の減少は、サイト閉鎖によるものであります。 

【引当金明細表】 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末
残高 

（千円） 

有形固定資産              

建物 43,267 423 － 43,690 10,164 6,635 33,525

器具及び備品 270,078 95,103 6,817 358,364 202,621 42,836 155,743

有形固定資産計 313,345 95,526 6,817 402,055 212,786 49,472 189,268

無形固定資産              

営業権 33,333 － 33,333 － － 6,666 －

商標権 5,561 － － 5,561 2,936 556 2,624

ソフトウェア 133,317 25,531 － 158,849 124,618 21,439 34,230

その他 508 － － 508 － － 508

無形固定資産計 172,721 25,531 33,333 164,919 127,554 28,662 37,364

長期前払費用 2,992 1,165 3,543 615 － － 615

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 8,378 155,442 8,378 － 155,442 

賞与引当金 37,058 26,669 37,058 － 26,669 



(2)【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

（イ） 現金及び預金 

（ロ） 売掛金 

   相手先別内訳 

 （注） ㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ及びKDDI㈱に対する売掛金は、インフォメーションプロバイダー事業における

一般ユーザーが支払う情報提供料の回収を、各社が代行していることによるものであります。 

また、ソフトバンクモバイル㈱に対する売掛金は、インフォメーションプロバイダー事業における一般ユー

ザーが支払う情報提供料債権を、同社に譲渡したことによるものであります。 

  

   売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

区分 金額（千円） 

現金 －  

預金  

普通預金 3,972,557 

定期預金 1,200,000 

小計 5,172,557 

合計 5,172,557 

相手先 金額（千円） 

㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ 423,275 

KDDI㈱ 245,223 

ソフトバンクモバイル㈱ 80,901 

㈱エフエム東京 29,321 

20世紀フォックス映画 23,246 

その他 138,393 

合計 940,361 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ) 
(Ｃ) 

───── 
(Ａ)＋(Ｂ) 

×100 

(Ａ)＋(Ｄ) 
───── 

２ 
────── 

(Ｂ) 
───── 

365 

1,021,592 3,872,587 3,953,818 940,361 80.8 92.5 



（ハ） 商品 

（ニ） 仕掛品 

② 固定資産 

（イ） 関係会社株式 

GignoEntertainment, Inc.は平成19年１月22日付でGignoSystem America, Inc.より商号変更をしております。 

  

（ロ） 長期性預金 

区分 金額（千円） 

 コマース事業 4,046 

合計 4,046 

区分 金額（千円） 

 インフォメーションプロバイダー事業 575 

合計 575 

相手先 金額（千円） 

 GignoSystem Europe Limited 62,226 

 GignoEntertainment, Inc. 66,653 

 ㈱サーティース 600,000 

 ㈱ユナイテッド・ワールド・ミュージック 0 

 Chinese Mobile Value Service Corp. 0 

合計 728,879 

区分  金額（千円）  

 定期預金 1,000,000 

合計  1,000,000 



  ③ 流動負債 

  （イ） 買掛金 

(3)【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（千円） 

㈱デジタルアドベンチャー 133,042 

㈱ｅ・ジュネックス 76,072 

㈱エクシング 33,610 

㈱シーライツ 20,947 

㈱プロレスリング・ノア 13,747 

その他 149,645 

合計 427,065 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 １株券、10株券 

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日 

１単元の株式数 ― 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱UFJ信託銀行株式会社 

取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

公告掲載方法 
電子公告により行う。但し、事故その他やむを得ない事由によって電子公告に

よる公告ができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、証券取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1） 有価証券報告書及びその

添付書類 

事業年度 

（第10期） 

自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日 

平成18年６月30日 

関東財務局長に提出 

          

(2） 半期報告書 事業年度 

（第11期中） 

自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日 

平成18年12月20日 

関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書

        平成１８年６月２９日

ジグノシステムジャパン株式会社      

  取  締  役  会 御中    

  新日本監査法人 

 

指定社員

業務執行

社員 

  公認会計士 原  田  恒  敏  ㊞ 

 

指定社員

業務執行

社員 

  公認会計士 種  村    隆   ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているジグ

ノシステムジャパン株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につい

て監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ジグ

ノシステムジャパン株式会社及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会

計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書

        平成１９年６月２２日

ジグノシステムジャパン株式会社      

  取  締  役  会 御中    

  新日本監査法人 

 

指定社員

業務執行

社員 

  公認会計士 原  田  恒  敏  ㊞ 

 

指定社員

業務執行

社員 

  公認会計士 種  村    隆   ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているジグ

ノシステムジャパン株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細

表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ジグ

ノシステムジャパン株式会社及び連結子会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会

計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書

        平成１８年６月２９日

ジグノシステムジャパン株式会社      

  取  締  役  会 御中    

  新日本監査法人 

 

指定社員

業務執行

社員 

  公認会計士 原  田  恒  敏  ㊞ 

 

指定社員

業務執行

社員 

  公認会計士 種  村    隆   ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているジグ

ノシステムジャパン株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第10期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ジグノシ

ステムジャパン株式会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべて

の重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が財務諸表に添付する形で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書

        平成１９年６月２２日

ジグノシステムジャパン株式会社      

  取  締  役  会 御中    

  新日本監査法人 

 

指定社員

業務執行

社員 

  公認会計士 原  田  恒  敏  ㊞ 

 

指定社員

業務執行

社員 

  公認会計士 種  村    隆   ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているジグ

ノシステムジャパン株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第11期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ジグノシ

ステムジャパン株式会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべて

の重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が財務諸表に添付する形で別途保管しております。 
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